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令和５年12月６日（水曜日）

午前９時58分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○議案第７号 旅館業法施行条例等の一部を改

正する条例

○議案第13号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第14号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第15号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第16号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○議案第33号 令和５年度宮崎県一般会計補正

予算（第６号）

○議案第41号 令和５年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第１号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

○その他報告事項

・県立病院事業の令和５年度上半期の業務状況

について

・「宮崎県病院事業経営計画2021」の改定（素案）

について

・令和５年度福祉保健部における計画の改定等

の素案について

宮崎県自殺対策行動計画

宮崎県再犯防止推進計画

宮崎県子どもの貧困対策推進計画

宮崎県医療計画

宮崎県医療費適正化計画

宮崎県高齢者保健福祉計画

宮崎県障がい者計画

宮崎県障がい福祉計画

宮崎県発達障がい者支援計画

健康みやざき行動計画21

宮崎県歯科保健推進計画

宮崎県がん対策推進計画

宮崎県循環器病対策推進計画

宮崎県感染症予防計画

宮崎県困難な問題を抱える女性への支援基

本計画

・国民健康保険普通調整交付金の過大交付に伴

う返還について

・令和４年度宮崎県ひとり親世帯生活実態調査

結果について

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 口 俊 樹

委 員 坂 口 博 美

委 員 山 下 博 三

委 員 日 高 博 之

委 員 武 田 浩 一

委 員 下 沖 篤 史

委 員 永 山 敏 郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 村 久 人

病 院 局 医 監 兼
嶋 本 富 博

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
大 野 正 幸

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 佐 藤 彰 宣

県立日南病院長 原 誠一郎

県立日南病院事務局長 井 上 大 輔

県立延岡病院長 寺 尾 公 成

県立延岡病院事務局長 吉 田 秀 樹
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福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 川 北 正 文

福祉保健部次長
津 田 君 彦

（ 福 祉 担 当 ）

県 参 事 兼 福 祉 保 健 部 次 長
和 田 陽 市

（保健･医療担当）

こども政策局長 柏 田 学

福 祉 保 健 課 長 長 倉 正 朋

指導監査・援護課長 新 村 仁 志

医 療 政 策 課 長 徳 地 清 孝

薬 務 対 策 課 長 吉 田 祐 典

国民健康保険課長 本 田 浩 樹

長 寿 介 護 課 長 島 田 浩 二

医 療 ・ 介 護
北 薗 武 彦

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 佐 藤 雅 宏

部参事兼衛生管理課長 壹 岐 和 彦

健 康 増 進 課 長 児 玉 珠 美

感染症対策課長 坂 本 三智代

こども政策課長 中 村 智 洋

こども家庭課長 小 川 智 巳

事務局職員出席者

議事課主任主事 春 田 拓 志

議事課主任主事 上 園 祐 也

○重松委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

日程案につきましては御覧のとおりでありま

すが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時58分休憩

午前10時０分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、局長の概要説明を求めます。

説明に入ります前に、御報告

とおわびを申し上げます。

先月、公表いたしましたとおり、県立宮崎病

院の職員が住居侵入罪で現行犯逮捕ということ

になりました。

職員の服務保持につきましては、日頃から公

私にわたって厳しく指導をしているところであ

りますが、このような事案が発生しましたこと

は極めて遺憾であります。

不起訴処分になりましたものの、県政及び県

職員に対する県民からの信頼というものを損な

う事案が発生しましたことは、深くおわびを申

し上げます。

当局としましても、今後事実をしっかりと確

認した上で、厳正に対処してまいりたいと思い

ます。

また、服務規律の保持、綱紀粛正につきまし

て、より一層の徹底を図り、再発防止に努めて

まいります。

それでは、御審議いただきます議案等につき

まして御説明させていただきます。座って説明

いたします。

厚生常任委員会資料の２ページを御覧くださ

い。

まず、議案でございます。

「令和５年度宮崎県立病院事業会計補正予算

（第１号）」の概要であります。

これは10月の人事委員会勧告に基づきまして、

給料表の改定等が行われることから、職員の給
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与費の増額補正を行うものであります。

続きまして、その他報告事項であります。

まず、県立病院事業の令和５年度上半期の業

務状況についてであります。

これは、今年度の上半期の各病院の業務の状

況と経理の状況について御報告するものであり

ます。

最後に、宮崎県病院事業経営計画2021の改定

（素案）についてであります。

９月の常任委員会におきまして、計画の改定

の骨子について御報告したところでありますが、

今回素案をまとめましたことから御報告するも

のであります。

詳細については次長から御説明いたしますの

で、よろしくお願いをいたします。

○重松委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○大野病院局次長 それでは、議案について御

説明いたします。

厚生常任委員会資料の３ページをお願いいた

します。

議案第41号「令和５年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第１号）」でございます。

１、補正の理由でございますが、人事委員会

勧告に基づく職員の給与改定に伴いまして給与

費の増額補正をお願いするものであります。

病院局の給与につきましては、病院事業職員

の給与に関する規程において、「知事部局の職員

の給与に関する条例の適用を受ける者の例によ

る」とされていますことから、今回の給与改定

に伴う知事部局の条例改正に合わせて、予算の

所要額を補正するものであります。

２の補正の内容、（１）の収益的支出の増額を

御覧ください。

給与費は３億6,957万1,000円の増額補正であ

ります。

内訳ですが、給料につきましては、月例給

が0.97％引上げになりまして１億7,070万2,000

円となっております。手当につきましては、勤

勉手当の支給月数が0.1月分引上げになりました

ことから１億3,413万2,000円、法定福利費につ

いては、給与改定に伴う共済負担金等の増がご

ざいますことから2,173万6,000円、賞与引当金

繰入額が勤勉手当の引上げ等により3,5 7 5

万7,000円、法定福利費引当金繰入額が法定福利

費の引上げにより724万4,000円と、それぞれ増

額となりまして総額で３億6,957万1,000円の増

額補正ということでお願いをしております。

資料４ページをお願いいたします。

（２）の資本的支出の増額についてでありま

す。

病院局の職員の給与は通常、先ほど説明しま

した収益的支出から支給をしておりますが、県

立宮崎病院の再整備の業務に専従する職員の給

与については、資本的支出において支給するこ

ととしておりますことから、資本的収支の給与

費につきましても８万6,000円の増額補正をお願

いしております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 次にその他報告事項に関する説

明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○大野病院局次長 それでは、常任委員会資料

５ページをお願いいたします。

まず初めに、令和５年度の上半期の県病院事
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業の業務状況について御説明をいたします。

１の患者の状況についてであります。

令和５年度上半期における病院事業全体の延

べ入院患者数は14万6,307人、延べ外来患者数

は17万651人となりました。前年度同期と比較し

て、入院で1,484人、1.0％の減、外来で1,342

人、0.8％の減少となっております。

病院別の内訳を見ていただきますと、延べ入

院患者数について県立延岡病院が4,523人の減と

なっておりますが、主な理由としましては、５

月に電源設備の改修工事を行いまして、そのた

めに計画停電を行っております。その計画停電

の前後も含めまして、入院を制限しなければな

らない期間がありましたことから、このことが

大きく影響したものであります。

また、県立日南病院の延べ入院患者数が1,915

人の増となっておりますが、これは昨年度新型

コロナの感染拡大時、第７波の影響により、１

つの病棟をコロナ患者の受入れ専用病棟として

運用したことで入院患者数が大きく減少してお

り、今年度は、その反動により増加となったも

のです。

資料６ページをお願いいたします。

２、経理の状況の（１）収益的収支でござい

ます。

病院事業収益は全体で189億9,000万円余とな

りまして、前年同期と比べて13億1,800万円

余、7.5％の増となりました。

このうち入院収益は15億6,600万円余、16.3％

の増、外来収益は３億5,000万円余で、9.1％の

増となっております。

これは入院患者数、外来患者数とも減少とな

りましたが、患者１人当たりの単価が増加した

ことにより、全体として収益増となったもので

あります。

次の一般会計繰入金は22億5,300万円余で、主

に病床確保料の減少により、前年度同期と比べ

て９億7,200万円余の減となっております。

次に、病院事業費用につきましては、全体で208

億4,000万円余となり、前年度同期と比べて20

億5,700万円余の増となっております。このうち

給与費につきましては89億5,300万円余で、４

億7,400万円余の増となっております。

これは、給与改定や職員の増による給料の増

加等に加え、原価計算の導入に向けまして会計

処理の見直しを行ったことによって一部増加し

たことによるものです。

また、材料費は49億8,000万円余で、４億7,600

万円余の増となっております。

これは、高額な注射薬の使用が増えたことに

よる薬品費の増や、資材高騰の影響により診療

材料費が増となったこと等によるものでござい

ます。

次に、経費は26億7,100万円余で、これも１

億8,800万円余の増となっております。

これは、県立延岡病院において、非常用発電

機が故障したことにより修繕費や代替機の賃借

料等が生じたことと、医療事故に係る損害賠償

請求事件の和解金を計上したこと等によるもの

でございます。

また、病院事業収益の一番下に特別利益、病

院事業費用の一番下に特別損失を計上しており

ます。

これは、県立宮崎病院の旧病院の解体に伴う

もので、特別利益は補助金等の繰延収益を戻し

入れするもので8,500万円余、特別損失は解体に

伴う固定資産の除却費で９億4,700万円余を計上

しております。

以上の結果、上半期の病院事業の純損益は18

億4,900万円余の赤字となりまして、前年度同期
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との比較において、赤字幅は７億3,900万円余拡

大しております。

資料７ページから12ページにかけましては、

病院別の状況を掲載しております。詳細は後ほ

ど御覧いただきたいと存じますが、資料８ペー

ジ、県立宮崎病院の純損益は14億2,100万円余の

赤字、資料10ページ、県立延岡病院は3,800万円

余の赤字、資料12ページ、県立日南病院は３

億8,900万円余の赤字となっております。

資料13ページには資本的収支の状況、資料14

ページには９月30日現在の貸借対照表、資料15

ページには借入金の状況等を記載しております

が、こちらも後ほど御覧いただければと思いま

す。

資料16ページをお願いいたします。

（３）、令和５年度の決算見通しであります。

上半期の決算状況を踏まえまして、令和５年

度決算の見通しをお示ししたものでございます。

病院事業収益は、入院収益・外来収益ともに

令和４年度を上回る見込みでありますが、病床

確保料減の影響により、全体としては377億9,300

万円余を見込んでおります。

対しまして、病院事業費用は減価償却費、特

別損失等の影響によりまして428億9,600万円余

となりまして、純損益は51億300万円余となる見

込みでございます。

年度末に向けて、この決算見通しから収支改

善を図るために、引き続き診療報酬の確実な算

定による収益の確保や、薬品・診療材料等の効

果的な調達など、経費の節減に職員一丸となっ

て一つずつ努力を積み重ねて取り組んでまいり

ます。

続きまして、宮崎県病院事業経営計画2021の

改定について御説明したいと思います。

資料17ページが概要版となっており、別冊で

計画素案をお配りしております。前回の委員会

において、資料17ページの概要版で御説明しま

したことを踏まえまして、御説明をしたいと思

います。

前回の委員会で御説明したとおり、国の新し

いガイドラインを踏まえ、追加修正を行った部

分を中心に説明させていただきます。

第１章では、計画改定の趣旨を記載しており

ます。

第２章、取り巻く環境の変化では、医療ニー

ズの変化や地域医療構想の推進などの５つの項

目を挙げております。特に、働き方改革の推進

に係るタスクシフト・タスクシェアの必要性、

エネルギー価格の上昇、物価高騰など、経営環

境の厳しさが増していることなどをここで追記

をしております。

第３章、県立病院が果たすべき役割と機能で

は、新ガイドラインが求めています内容につい

て、２の「新ガイドラインに基づく要請」とい

う形で整理をしております。

また、改定が進められている県医療計画の改

定に沿いまして、県医療計画等での位置づけも

踏まえ、修正しております。

その下、第４章の県立病院の使命について、

変更はございません。

概要図の中ほどから右側にかけまして、５～

７章で改定計画の基本目標と具体的取組を記載

しております。

第６章を医療面の基本目標、第７章を経営面

の基本目標として、それぞれに具体的な取組を

掲げております。

また、第８章では、各県立病院における個別

の取組についても整理をしております。

第６章、医療面の基本目標のところを見てい

ただきますと、県立病院へのニーズに対応した
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医療機能の一層の充実と地域の医療機関との機

能分化・連携強化を基本目標として、１、質の

高い医療の提供とそれを支えるスタッフの確保

・充実、２、救急医療や災害医療等の安定的か

つ持続的な提供など、４つの具体的取組を掲げ

ております。

主な改正点としまして、１の（３）、働き方改

革の部分では、システムの導入による勤務実態

の把握、タスクシフト・タスクシェアの推進な

どの取組を追記しております。

２の（３）では、新興感染症等の感染拡大時

に備えた平時からの人材確保・育成、また装備

の備蓄、クラスター発生時のマニュアルの整備

や、訓練に取り組む旨を改めて明記しておりま

す。

４の（１）においては、地域の医療機関との

機能分化・機能連携の考え方について、医療需

要の減少等で厳しい状況にある中、限られた医

療資源を最大限に活用して地域全体で医療体制

を構築していくという必要があること、また、

そのために県立病院は自らが担う役割を改めて

見直し、地域の自治体や公立病院と連携しなが

ら、役割分担と連携の強化を進めるという旨を

明記しております。

第７章、経営面の基本目標ですが、経営健全

化に向けた取組の強化を基本目標として、医業

収支の改善など３つの項目、具体的取組を掲げ

ております。

１の医業収支の改善については、地域の医療

機関と連携強化による紹介患者や救急患者など、

新規患者の増加や新たな施設基準の取得に取り

組むこと、外部コンサルタントの活用によるＤ

ＰＣデータを用いた比較分析、経営分析により、

在院日数の短縮や投薬・検査等の適切な医療提

供を進め、入院収益の増加を目指すなど、経営

の改善に向けた取組を推進するとしております。

また、（３）の経営の見える化による安定的な

事業運営の推進のところでは、原価計算の手法

を導入し、診療科別、疾病別等の経費、収支分

析を行うことで経営の見える化を推進しまして、

より効率的な経営を目指すとしております。

２の適切な設備投資・更新におきましても、

外部コンサルタントを活用して更新計画を策定

し、医療機器の計画的な購入や更新でもコンサ

ルタントを活用して、より効率的に進めていく

こと、また、病院間における高額医療機器の共

同利用の可能性などについても検討していくこ

ととしております。

次に、収支計画について御説明したいと思い

ます。

別冊でお配りしております計画素案17ページ

を御覧ください。

計画期間の初年度であります令和３年度の決

算値から計画最終年度の令和９年度まで、県立

病院３病院を合わせた病院事業全体の各年度の

収支をお示ししております。

収益費用について、積算の考え方を少し説明

させていただきます。

まず、病院事業収益のうち、医業収益の入院

収益、外来収益についてです。算定の基礎とな

る患者数については、県地域医療構想から推計

をした上で、各病院における機能強化の取組、

地域医療機関との連携強化による患者数の増加、

診療報酬制度の対応など、経営改善の取組によ

る増加を見込み算定しております。

その結果、入院収益は令和４年度の決算額214

億9,500万円から、令和９年度には255億4,500万

円と、40億5,000万円の増を見込んでおり、外来

収益については80億300万円から96億9,900万円

と増加を見込んでおります。
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次の一般会計負担金、医業外収益の一般会計

負担金、一般会計補助金等の３つがいわゆる一

般会計からの繰入金であります。救急医療や小

児医療、周産期医療など、政策的医療・不採算

医療等について、総務省の繰出基準に基づいて

算定をしております。

特に医業外収益の一般会計負担金のところを

御覧いただきますと、令和３～４年度は新型コ

ロナの病床確保料が入っており、令和４年度決

算においては55億1,400万円計上しておりますけ

れども、令和５年度以降はこれが大幅に減少い

たしまして、以降は30億円程度となる見込みで

おります。

次に、病院事業費用についてでございます。

医業費用のうち、給与費につきましては、今

後も必要な職員数をしっかり確保しながら、近

年の給与改定などの動きを踏まえて推計した結

果、令和４年度の174億1,400万円から、令和９

年度には189億4,200万円と、15億2,800万円の増

加を見込んでおります。

次に、材料費につきましては、近年の医療高

度化、抗がん剤治療の増加等の影響を反映させ

るために、直近５年間の入外収益に占める診療

材料比率を基に推計をした上で、専門家を活用

した薬価交渉やＳＰＤ方式の導入による診療材

料の削減効果を反映させた結果、令和４年度は95

億1,000万円でありましたが、令和９年度には109

億3,100万円と、これも14億2,100万円の増加を

見込んでおります。

経費につきましては、物価動向等の影響を大

きく受けますことから、将来推計が非常に難し

い部分ではございますが、基本的には令和４年

度の医業収益に対する経費の比率をベースとし

て算定をし、令和４年度が55億7,000万円から、

令和９年度は64億300万円と、８億3,300万円増

加を見込んでおります。

減価償却費につきましては、現在の建物・施

設、医療器械・システムなどの償却資産と、今

後予定をしております施設整備や資産購入など

の投資を基に算定をしておりまして、令和９年

度で42億1,900万円と、ほぼ同水準を維持するこ

ととしております。

以上の考え方により令和９年度までの収支を

推計した結果、令和９年度の純損益、経常収支

は14億8,500万円の赤字、現金ベースの収支を示

す償却前損益は13億円余の黒字、経常収支比率

が96.5％、修正医業収支比率は87.8％となりま

す。国のガイドラインに要請されております令

和９年度での経常黒字化の達成は、困難な状況

となっております。

計画素案18ページをお願いいたします。

国の新しいガイドラインにおきましては、令

和９年度までに経常黒字化する目標の設定が困

難な場合には、黒字化を示す時期、その道筋を

示すことが要請されておりますので、令和10年

度以降の収支を見込んだものでございます。

これまでに御説明してまいりました収益確保

の取組、経費削減策、あと計画的な投資、更新

といった経営改善の取組を進めながら、地域の

医療需要に対応した適正な病院機能の見直しを

令和10年度以降も継続して進めることで、病院

事業全体で令和14年度の経常収支黒字化を目指

したいと考えております。

なお、この収支計画につきましては、上半期

時点での今年度の決算見込みをベースとして、

現時点の見込みによる将来推計を推計して作成

しておりますが、今後決算見込みでありますと

か、将来推計も精度を少し上げていきます。精

度を上げた上で、また来年度の予算も今現在編

成中でございますことから、この点も今後反映
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させていき、収支計画全体を修正していくこと

としております。２月定例会におきましては、

最終案という形でお示しできると考えておりま

す。

さらに、この収支計画については、医業の実

績、決算動向を踏まえて、毎年度見直しを行う

ことにしております。

計画素案19～20ページにつきましては、計画

の推進に当たって目標目安となる臨床指標・経

費指標について整理をしております。

各病院における具体的な取組については、各

病院から御説明をさせていただきます。

○佐藤県立宮崎病院事務局長 当院の取組につ

いて御説明を申し上げます。

計画素案21ページから29ページまでが当院分

でございます。

まず、計画素案21ページをお開きください。

（１）、基本的方向といたしましては、引き続

き三次救急医療機関として重症・重篤救急患者

等に的確に対応し、断らない救急の実現を目指

してまいります。

中ほど、（２）、県立病院のニーズに対応した

医療機能の一層の充実と地域との連携強化の①、

質の高い医療の提供とそれを支えるスタッフの

確保・充実では、地域がん診療連携拠点病院と

して、新たにがんゲノム治療を推進してまいり

ます。

計画素案22ページを御覧ください。

（２）、医療スタッフの確保・育成においては、

看護師の特定行為研修におきまして、宮崎県内

初の集中治療領域における指定研修機関となる

ことにより、医療の質向上に寄与するとともに、

チーム医療において高度専門的な能力を発揮で

きる優れた看護師を育成してまいります。来年

度当初の研修開始を目指しており、九州厚生局

に対して申請手続を行っております。

（３）、働き方改革の推進と誰もが働きやすい

環境整備といたしましては、令和６年度から施

行される医師の働き方改革において、新たに導

入する勤怠管理システムによる適切な労務管理

やタスクシフト・タスクシェアの推進などを通

じ、時間外縮減のほか業務の適正化・効率化に

取り組んでまいります。

計画素案25ページからの（３）、経営健全化に

向けた取組の強化では、新病院建設に際して多

大な整備費等を要していることを踏まえ、職員

一人一人が経営状況に対する強い危機意識と経

営参画意識を持って、収益の確保、費用の節減

に一丸となって取り組んでまいります。

①、医業収支の改善のⅰ）、診療報酬制度への

適切な対応による収益の確保について、計画素

案26ページを御覧ください。

外部コンサルタントによる診療科別・部門別

の経営改善ミーティングを毎月１回のペースで

定期的に開催をしており、各種加算の取得増や

算定漏れ防止の取組、医療機関別係数の向上を

推進しているところです。

ⅱ）、３病院一体となった費用節減についてで

す。費用の執行に当たっては、聖域なき見直し

を行い、その縮減に向けて病院幹部をはじめ、

各部門間で緊密に連携・協力を図り、積極的な

費用節減に取り組んでまいります。

最後に、当院の収支計画につきましては計画

素案28ページに掲載しておりますが、計画最終

年度である令和９年度の純損益は６億1,000万円

の赤字、経常収支比率は97.1％を見込んでおり

ます。

○吉田県立延岡病院事務局長 県立延岡病院の

取組について御説明させていただきます。

同じく計画素案30ページから38ページが当院
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の取組となります。

計画素案30ページ、（２）の①のⅰ）、質の高

い医療の提供を御覧ください。

今年10月に外来化学療法室を化学療法センタ

ーとして移転・拡張いたしました。これにより、

化学療法を必要とする患者の受入れ体制をさら

に強化してまいります。

また、心臓脳血管センターにハイブリッド手

術室を今年度末に設置する予定となっておりま

す。これにより、高度急性期医療のさらなる充

実につなげてまいります。

また、これらの整備によりまして医療機能の

分化連携の推進を図り、県北地域における地域

医療の最後のとりでとしての機能を担ってまい

りたいと考えております。

計画素案31ページをお願いいたします。

ⅲ）、働き方改革の推進と誰もが働きやすい環

境整備でございます。

来年４月に医師の労働時間の上限規制が施行

されますことから、他職種へのタスクシフト・

タスクシェアをさらに推し進め、また、新たな

勤怠管理システムによって勤務実態の状況を常

に把握し、改善の取組を推進してまいります。

計画素案32ページをお願いいたします。

②のⅰ）、救急医療提供体制の強化であります。

ドクターカーの運行につきまして、救急救命

士派遣に係る輪番制を構築したところでござい

ます。地域の消防本部等との協力体制をさらに

充実することとしており、今後も救急医療提供

体制のさらなる強化を図ってまいります。

計画素案34ページをお願いいたします。

④のⅰ）地域の医療機関との機能分化・連携

強化であります。

地域医療支援病院として、地域医療機関との

交流企画などを通じて顔の見える関係を構築し、

さらなる連携強化を図ってまいります。

計画素案35ページをお願いいたします。

連携強化の一環としまして、僻地診療所等へ

の代診医派遣などを推進することで各医療機関

等との連携を強化し、地域医療の充実へ貢献し

てまいります。

（３）の①のⅰ）、診療報酬制度への適切な対

応による収益の確保であります。

あらゆる職種の職員が外部の経営改善コンサ

ルタントの助言を受けながら、収益をさらに高

める取組を積極的に進めてまいります。

計画素案36ページのⅲ）、経営の見える化によ

る安定的な事業運営の推進であります。

原価計算システムを導入し、診療科別や疾患

別等の詳細な収支分析を行うことで、費用の見

直しや適切な在院日数の管理につなげるなど、

経営健全化に向けた取組の強化を図ってまいり

ます。

最後に、延岡病院の収支計画につきましては

計画素案37ページに記載しておりますが、計画

最終年度である令和９年度の純損益は7,100万円

の黒字、経常収支比率100.5％を見込んでおりま

す。

○井上県立日南病院事務局長 県立日南病院の

取組について御説明させていただきます。

計画素案39ページを御覧ください。

（２）の①のⅰ）、質の高い医療の提供でござ

います。

圏域で、がん、脳血管疾患、心疾患、周産期、

小児診療を担う急性期病院は当院のみであり、

専門的な治療を行う中核的な医療機関としての

役割を引き続き担ってまいります。特に、脳血

管疾患、心疾患への対応に必要な機器を保持し、

同疾患への処置が地域内で完結できる医療機能

を提供してまいります。
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計画素案42ページを御覧ください。

④のⅰ）、地域の医療機関等との機能分化・連

携強化であります。

まず、地域医療構想調整会議等で地元自治体

病院や地元医師会との連携を図り、圏域の救急

体制や回復期における資源の有効活用という重

点テーマの議論を深めながら、機能分化・連携

強化の推進における課題等に継続的に取り組ん

でまいります。

続きまして、救急医療につきましては、地域

の中核病院として合併症等リスクが高い患者の

受入れを積極的に行うなど、二次救急医療機関

としての役割を果たしてまいります。

また、通常診療につきましては、圏域の急性

期医療を中心に担いつつ、急性期を脱した患者

を回復期機能を有する地域の医療機関等に積極

的に受け入れてもらえるよう、連携強化に努め

てまいります。

計画素案43ページを御覧ください。

（３）の①のⅰ）、診療報酬制度への適切な対

応による収益の確保でございます。

ＤＰＣデータの活用など診療報酬制度に則し

た効率的診療を推進し、適切な病名付けやコー

ディング精度の向上など、診療単価の向上に努

めてまいります。

また、院内の経営改善プロジェクトチームを

中心といたしまして、外部コンサルタントも活

用しながら、短期的には各種加算の取得増に、

中長期的には機能評価係数の向上等に取り組む

とともに、診療報酬制度改定の施設基準見直し

などにも迅速に対応し、経営の改善につなげて

まいります。

最後に、県立日南病院の収支計画につきまし

ては、計画素案45ページの表を御覧ください。

計画最終年度である令和９年度の純損益は９

億4,600円の赤字、経常収支比率は87.6％を見込

んでおります。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありません

か。

○山下委員 病院事業につきまして、去年とお

ととしは新型コロナにより、50億円ぐらい一般

会計繰入れがあったと思いますが、収支改善に

ついては鋭意努力をされているなという思いで

計画を見させていただきました。

ただ、医師の働き方改革の中で、労働時間の

総量規制が厳格になってきますよね。少し心配

なのが、今後の地域医療における医師不足です。

県立病院として医師や看護師の確保について、

問題点をどのように整理されているか、お聞か

せください。

○大野病院局次長 働き方改革の関係でござい

ますけれども、医師確保につきましては非常に

厳しい状況であります。特に、専門性がどんど

ん高まっていくことにより、中央志向の学生も

多くなってきていると思います。

ただ、地域医療をしっかり担ってくれる医師

を確保していくためにも、マッチングのための

説明会や、病院の事業説明会などを県外に出向

いて開催しております。

小さい努力ですけれども、地域の病院のこと

をしっかり知っていただいて、我々の病院を選

んでいただくことに、それぞれの県病院と一緒

になって取り組んでいるところでございます。

現在の採用状況から言いますと、看護師につ

きましてはおおむね募集に対して応募がござい

ますので、足りない状況にはないと思います。

ただ、全体的に看護師も不足しているという

こともありますし、離職という問題もあります。

県立病院の魅力を伝えるためにも、バスツアー
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や病院のインターンシップをやったりして、県

立病院で働くことをしっかり知っていただく機

会をたくさんつくって、確保に取り組んでいる

ところでございます。

○山下委員 病院事業経営計画改定の主な要点

を聞きましたが、地域医療との連携がうたって

あります。

例えば３病院が中核にあって、例えば都城市

や西諸県郡は、いわゆる医師会病院があります。

ただでさえ非常に医師が不足している中で、労

働時間の総量規制が厳格化されます。主要３病

院と地域医療との連携ということで、ますます

３病院の責任が大きくなると思います。

その中で、地域医療の医療としての機能が見

通していけるのかということです。計画という

形で地域医療との連携を強く訴えていますが、

特に県立日南病院や県立延岡病院といった、農

村を多く抱える地域医療にとって、連携は欠か

せないことだと思います。特に県立日南病院は、

医療圏内で周産期医療などを担える唯一の病院

ということも実績で書いてありますし、非常に

大事なことです。今後の計画の中で、地域連携

とそれぞれの地域が抱える医師不足について、

どのように問題を整理されているのかお聞かせ

ください。

○大野病院局次長 医療計画でもそうですけれ

ども、県のガイドラインの中でも「機能分化」

が新しいワードとして出てきており、その機能

分化をしっかりやっていくことにしております。

それは、それぞれの病院が持てる機能を全てを

持つのはなかなか難しいので、地域の病院と県

病院で役割分担をしていきましょうということ

になります。

特に、高度医療や救急、政策的医療は我々が

担う、ただし、手術や入院が済んだら回復期に

入っていきますので、そこは地域でしっかり診

てもらうという役割を明確にしていくことだと

思っております。

地域とつながっていくことは非常に難しいの

で、地域の医師と顔が見える関係を構築してい

く必要があります。特に延岡や日南については、

病院も減っている状況もありますので、そうい

う関係をつくっていくのが大事だと思います。

特に、日南の置かれている環境は人口の減少も

非常に大きいので難しいところですが、公立病

院部会をつくって、３つの公立病院 串間市

民病院と日南市立中部病院、日南市と串間市も

入って、在り方を検討しているところです。

その中でも、急性期を担う県病院と回復期を

担う地域の病院の役割をしっかり分けていきま

しょうという意味での連携 単純につながり

ましょうということでなく、機能・役割をしっ

かり分けてつながっていきましょうということ

で、話合いを進めているところでございます。

○山下委員 それは、きれいごとなんですよ。

例えば、地域医療の中で医者に対する負担がか

かり過ぎているんです。高齢化してくると、か

かりつけ医を自分たちで決めて、そういう医療

体制を取っていきなさいと指導してきましたよ

ね。その病院が、働き方改革であったり、看護

師も早く仕事を終わらせないといけないという

ことで、夕方や夜間の医療体制が非常に脆弱に

なってきています。

地域医療の役割を専門性を持ってやっていく

といいますが、例えば西諸医療圏にしても、都

城医療圏にしても、医師不足という同じ課題を

抱えています。そして、そういった医療圏は、

県病院や大学病院に頼っていかないといけない。

県病院も、働き方改革の中でどんどん人手不足

に陥ってくる。地域医療の頼れるところを整理
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していかないと、地域住民はどんどん不安を抱

えてきているんです。抜本的な問題整理として、

どこがどういう役割を果たしていくのか。

例えば広域の医療圏の下には個人病院もある

わけです。個人病院だって、午後６時とか午後

７時ぐらいまで患者を診ていましたが、そうい

うことはなくなりました。どこかであふれてき

ているんですよ。県病院が大事な医療圏を守る

トップとして走っているわけですから、病院局

がそのあたりの連携をしっかり考えていってく

ださいということです。

医療圏における役割分担とい

いますか、地元の患者がどこにどう頼っていっ

て医療を確保するのかについては、福祉保健部

が地域医療圏構想の中でそれぞれの医療圏にお

いて検討していき、その中で各医療機関がどの

ような役割を担うことにより、その医療圏の医

療が提供されていくかはしっかり議論されて、

計画の改定を行いますが、県立病院としての役

割をどうやって担っていくのかについては、我

々もしっかり取り組んでいきたいと思います。

おっしゃっていただいたように、患者個人か

ら見ると、どこの病院にかかって次はどこか、

夜はやっているのか、土日はどうかということ

につきましても、各医療圏の中で連携してやっ

ていく。各病院での働き方改革や医師の負担な

どについては、病院が働き方改革にどう取り組

むかということで、勤怠管理をしっかりしてい

くとか、タスクシフト・タスクシェアという形

で、医師の業務を看護師やコメディカルスタッ

フなどに業務の役割分担を少しずつ変えていっ

て負担を減らしていくことにしております。あ

るいは、医師に関しましては、事務的な作業を

軽減する医療秘書を持っています。各病院にお

いて工夫しながら、それぞれのスタッフの働き

方を改善しつつ、仕事がしやすい環境もつくり

ながら、医療提供体制を整えていくことに取り

組んでいきたいと思っております。

○山下委員 人手不足は深刻な問題です。医師

の確保も県政を挙げて努力していかないといけ

ない。研修医の確保から何からです。だから、

住民の期待にしっかり応えられるような医療の

在り方を考えていってほしいと思います。

各産業で人手不足をどう解決していくかとい

うと、民間事業所だったら、例えばロボット化

していくなどの様々な合理化を図っていかない

といけません。様々な経営形態を考えていかな

いと、この難局は乗り切れないということです

が、ロボット化していく可能性があるのかどう

かなど、人手不足の中での県病院の今後の取組

について教えてください。

○大野病院局次長 病院での人手不足対策につ

いてです。産業全体にも言えることだと思いま

すが、例えば医療分野におけるデジタル化の推

進では、できるだけ人手がかからないように効

率化をしていくとか、カルテ一つを取っても共

有化ができるとか、デジタルを使って地域とも

つながっていけるとかというところも大きい一

つです。サービスを保った、よりいいサービス

を提供しながら、エネルギーをかけない方法が

あるかと思います。

○日高委員 医師の働き方改革でずっと３病院

が出てきていて、似たような中身なんですけれ

ども、現状の医師の勤務状態はどのような感じ

なのでしょうか。

例えば、2024年になってくると時間外勤務の

上限が年960時間になりますが、それは守られる

レベルなのでしょうか。この間ニュースを見て

いたら、どこかの県病院がクローズアップされ

ていましたが、そうは言っているけれども現場
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は過酷だから制限をされても現実的には無理だ

というようなことも取り上げられていました。

2024年からの働き方改革に向けて、医師は足

りているのでしょうか。働き方改革が導入され

ても、今のまま十分やっていけるのであればい

いんですが、現状はなかなか厳しい状況がある

から、例えば医師数をその分増やす計画の目標

値とかをつくっていかなくてはいけないという

のは、当然出てくる大きい問題だと思います。

今後、働き方改革の中で３病院をうまく回し

ていけるのでしょうか。何か所見があれば伺い

たいと思います。

○大野病院局次長 医師の働き方改革における

時間外の上限規制については、2024年４月から

法令で施行されるということですので、ここは

しっかり守っていかないといけません。

上限規制の中でもＡ水準、Ｂ水準という基準

がございます。Ａ水準は基本的な水準で960時間

以内になっていますが、特例的にＢ水準が設定

されています。地域医療の確保のための暫定特

例水準ということで、1,860時間以内までとなっ

ており、少し緩やかな基準になっております。

ただし、やはりＡ水準にしていかないといけ

ません。タスクシフト・タスクシェア、医師自

体の事務低減などを図るために、ほかの職種が

医師のカバーをする形で業務量をシェアしてい

くということで、３病院ごとに事務を一つずつ

洗い出しています。国からも、タスクシフト・

タスクシェアを進めるべき業務が示されていま

すので、経営管理課も一緒になって各病院ごと

に取組を進めております。ルールで決まってい

ますので、しっかりやっていきます。あと、医

療秘書をしっかりつけて、秘書業務として医師

の業務を改善していくこととしております。

一番難しいのは、医師の場合は自己研さんで

す。たくさん勉強をして研さんしていって、医

師として技術や知識を毎年積み重ねていくとい

うのが、医師の働き方といいますか、スタイル

の原型としてあります。それを一遍に変えましょ

うということはできないと思いますし、求めら

れる知識や技術もどんどん発達していくので、

学習の時間が必要になってきます。そこをどう

整理していくのかについて、議論をしています。

あと、実態をしっかりつかめていないので、

勤怠管理のシステムを３月完成をめどに開発し

ております。それにより、いつ病院に来て帰っ

たかがしっかり管理されていきます。今まで紙

ベースで管理をしていたのを、システムで実態

を管理していくことにしております。

どういう仕事をしたのか、何に携わったのか

とか、医師は待機もありますので、そのあたり

の考え方をどう整理していくかというところに

ついて、課題はまだまだたくさんありますけれ

ども、法律の施行は迫っておりますので、そこ

までにしっかり整理をして、考え方や整理の仕

方を見直していく必要があると思います。そう

いう中で、仕事を時間内にしっかり終えて、か

つ医療サービスの低下を招かない努力をしてい

きたいと考えております。

○日高委員 先ほど言われたように、勤務実態

がどうなっているのかが分からないんです。過

労死ラインの話がよくあるじゃないですか。病

院経営としては、医師を守っていくというのは

あると思います。医師は患者の命を守る使命が

あるとなると、少々の時間外でもやっていると

思うんです。手術があったり、若い医師は研修

を受けたりすることが労働に入るのかとかです。

来年の４月から時間外の上限規制が始まるわ

けでしょう。もう少しそのあたりを整理しない

と、タスクシフトやタスクシェアによって乗り
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切ることはできるということで、私たちはそれ

を信用していいのか。後から、医師の勤務実態

が大変なんだとなって、医師はやっぱりその分

必要なんだとはならない。なる可能性も高いと

思うんですけれども。

まず一つ、タスクシフトやタスクシェアをやっ

ていけば、2024年からの働き方改革は、３病院

とも十分乗り越えられるということで判断して

よろしいでしょうか。

○大野病院局次長 これはルールですので、達

成するように頑張っていきたいと思います。

先ほどＡ水準、Ｂ水準と言いましたけれども、

県立宮崎病院については、特例を用いてＢ水準

の1,860時間以内ということで４月からスタート

します。当然努力を続けながら、Ａ水準の960時

間以内に移行していくということになると思い

ますので、引き続き３病院、経営管理課も一緒

になって努力していきたいと考えております。

○日高委員 Ａ水準とＢ水準があって、2024年

から全てＢ水準でスタートするということです

ね。もっと詳しくお願いします。

○大野病院局次長 県立宮崎病院はＢ水準でス

タートします。県立延岡病院と県立日南病院に

ついては、全医師Ａ水準でスタートするという

ことです。

○日高委員 県立宮崎病院がＢ水準の1,860時間

でスタートして、いずれかの時期にＡ水準の960

時間にしていく。倍ぐらい違いますよね。そう

なってくると、当然現在の医師数で足りるかと

いう課題が出てくるのではないかと思います。

県立延岡病院と県立日南病院については、Ａ水

準で始めるということでした。Ａ水準の960時間

を完全に採用するということですね。来年から、

タスクシフトや勤務体制も全て整えて、問題な

くスタートできるのかお聞かせください。

○嶋本県立宮崎病院長 まず勤務時間に関して

は、出退勤の時間管理はかなりできております。

いわゆる自己研さんを差し引いて申告させてお

りますので、病院にいた時間イコール時間外勤

務になりませんが、実態に合った時間外勤務は

ほぼ把握できていると考えております。その中

で177名中５～８人ぐらい、年間960時間以上の

時間外勤務者がいるため、Ｂ水準に申請をして

います。

働き方改革は、医師にとっては初めての大改

革となります。これは決められたことであるし、

現場の医師を守るためにもきちんと励行しなけ

ればいけません。例えば、患者を診るときもチ

ーム医療をもっと徹底するとか、医療の在り方

を変えていくことを同時進行でしなければいけ

ません。

医師を増やすことが一番簡単ですけれども、

先ほどの予算を見てもそんなに簡単には増やせ

ません。それは現場の医師も分かっています。

タスクシェア・タスクシフトもありますが、

やはり医師の患者に対する関わり方が重要です。

例えば、昨日当直した医師が、救急で診た患者

を昼から手術しますということは、今年度だっ

たら可能でした。ところが、来年度になるとい

わゆるインターバル制度により、この医師は12

時までに退勤する義務が発生します。そうなっ

てくると、結局患者を診た医師と手術する医師

が違ってくることになります。今でもチーム制

は広がっていますけれども、ますます役割分担

していく、そして、タスクシフト・タスクシェ

アで初めてなし得ると思います。

現在、Ａ水準の医師が90％以上なので、残り

の10％未満の医師に対して、10年後までに960時

間以内を達成すればいいわけですけれども、な

るべく早期にそういったものを整備していきま
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すので、かかり方だけでなく、我々の医療提供

体制もこれまでとは少し変えていきます。最初

に診た医師が最後まで診るという、従来の主治

医制とは違ったことが起こり得るということも

あるため、県民や患者にも趣旨を受け入れてい

ただけるよう、働きかけていきたいと思います。

○日高委員 患者からしてみれば、主治医なの

に手術してもらえないというのは、やはり問題

というか、残念なんです。働き方改革によって、

インターバルを取って病院から１回退場しなく

てはいけないということは、意外と小さなこと

として考えやすいけれども、患者やその親から

してみれば命の問題であって、最初からこの先

生に頼っているんです。それで、ぽこっと違う

先生に替えられるのは不安ですよね。そのあた

りに問題があると感じました。

今の段階でどうしていくかというのは、そち

らも難しいでしょうけれども、うまくコントロ

ールしていくことが、非常に重要なことだとい

うのが分かりました。

○嶋本県立宮崎病院長 若干言葉が足りません

でした。全ての患者が主治医制じゃなくなると

いうわけではございません。いわゆる救急の場

合、例えば３病院とも産科を持っておりますけ

れども、産科・救急といった場合には、既にほ

とんど主治医制ではありません。夜に呼ばれて

私が診察して入院させたりすると、翌日は当番

に替えていくということは通常行われておりま

して、患者には受け入れられています。安心す

るような申し送りといいますか、情報伝達をし

ていけば、きっと御理解いただけると思ってお

ります。

○日高委員 そういうことも起こり得ると思う

ので、そのあたりはちょっと。県立延岡病院と

県立日南病院については問題ないわけですね。

大体このまま行けるということですね。

○原県立日南病院長 先ほどから960時間という

時間が出ておりますが、月80時間が平均になり

ます。管理職を除いて36～37名の医師が時間外

をし得るんですけれども、先月11月に県立日南

病院の医師の時間外勤務時間を日南労働基準監

督署に確認していただいたところ、90時間超え

が２人という状況であります。

医師が足りているかという質問もありました

が、今年の９月に外科医師が１人退職しており

ます。その補充は医局からもありません。また、

先月末に小児科医が２人転勤しました。補充は

１人だけという状況で、徐々に医師数も減って

いる中でやりくりを行っている状況であります。

○日高委員 外科と小児科ということで、一番

労働時間が長い人たちですね。県立日南病院も

大変ですね。

県立延岡病院は問題ないと思います。

○武田委員 収支計画が出されております。今

年度は特別損失が突出しているので、51億円余

の赤字予定となっています。上期が18億4,000万

円余のため、下期は10億ほど赤字がプラスになっ

ている状況です。先ほどの説明で、いろいろ頑

張ってここを圧縮していくという説明があった

と思います。収支を予測されていますが、その

中でどこをどう圧縮していくのでしょうか。

○大野病院局次長 先ほど計画の中でも申し上

げましたけれども、診療報酬においてしっかり

点数を取っていくというところで、収益をまず

上げるというところです。そうすると患者単価

が上がってきますので、そこで収益を上げるこ

とができます。

それと、今年からいろいろな経費節減の取組

を進めています。例えば薬品の価格交渉であっ

たり、３病院での診療材料の共同購入を秋から



- 16 -

令和５年12月６日(水)

開始しました。また、年明けには宮崎大学医学

部とも合同で資材を調達することにしておりま

す。院外に倉庫を置いて、必要な材料を各病院

に供給していく、包括的に委託するような取組

をしています。そのあたりの効果も後半になる

と出てくると思います。そういう取組を一つず

つやりながら経費を削減していきます。また、

入院や退院についても各病院で調整をしながら

行いますので、そういった小さい努力を重ねな

がらやってまいります。

下半期は新型コロナの病床確保料がゼロにな

ると思います。そこが大きく影響して、上半期

よりも下半期のほうがマイナスが大きく振れて

います。

また、年度末に一括で支払うような委託もあ

りますので、上半期より下半期が大きく見えて

いますが、小さい努力を重ねながら、少しでも

収益を得るため努力していきたいと思っており

ます。

○武田委員 分かりました。なかなか大変でしょ

うけれども、努力していただきたいと思います。

先ほどから、医師確保や時間外労働について

いろいろと質疑があって、なかなか大変だなと

感じたところでした。県立病院や公立病院は地

域医療としてなくてはならないのですが、国も

医療費を抑制していくという方向で、公立病院

を黒字化していくのはなかなか難しいだろうと

いう思いもあります。地域医療としても、先進

医療を含めていい医療を提供していかないとい

けないという立場があり、黒字化もしていかな

いといけません。医療費抑制もしていかないと

いけないため、なかなか苦しいと思います。先

ほど、毎年見直していくという話がありました

が、令和９年から令和14年にかけて黒字化をし

ていくという流れが、先ほど両委員の質問を聞

いていると厳しいのではと感じられます。

外部のコンサルタントを入れた共同購入であ

るとか、医療機器の導入に関しても先を見据え

ながらやっていくという話でしたが、今までも

外部のコンサルタントを入れてこられてきたの

ではと思います。外部コンサルタントを入れる

ことによって、経費の節約であるとか、医療機

器の更新におけるメリットが大きいのでしょう

か。

○大野病院局次長 経営改善における外部コン

サルタントの活用についてです。

まず、診療報酬のコンサルタントについてで

すが、診療報酬制度は、非常に複雑な仕組みで

出来上がっている上に改定があります。いろい

ろな仕組みや基準が改定されるため、病院現場

で働いている医師や事務方からしても非常に難

しい部分です。刻々と変わるところは、そのプ

ロがしっかり分析して、こういうところが変わ

りますとか、こういうところは注意していたほ

うがいいですといったアドバイス、いわゆるコ

ンサルティングが入るので非常に大きいと思い

ます。

例えば、令和４年度の効果額ですと、県立宮

崎病院で1,500万円ぐらい、県立延岡病院で2,200

万円ぐらい、県立日南病院は少し遅れてスター

トしていますが580万円ぐらいということで、確

実に効果は出てきていると思います。毎年変わっ

ていくし毎年課題が出てくるので、これを続け

ていくことでしっかり効果を上げられることに

なると思います。

また、年２回、病院局の職員が薬剤購入の交

渉をやっていたんですけれども、そこにプロの

目線が入ってくると、非常に厳しい目線で物が

見れる、専門的な知識を持って相手と交渉がで

きるというところで、そこには非常に強みがあ
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ります。

あと、我々はディーラーと交渉していたので

すが、メーカーと直接交渉するという形で、メ

ーカー側も価格競争をするところがあるので、

ここも非常に効果が大きい部分です。医薬品の

価格交渉についても、今年から始めたんですけ

れども、今年の上期だけで3,000万円ぐらいの効

果が出ております。これを続けてやっていくこ

とで確実にコストを下げるということは、毎年

繰り返しながら続けていくべきと考えておりま

す。

○武田委員 公立病院の改革も本当に大変だな

と思いながら、地方に住む者としては、公立病

院がないと医療は民間病院で担えないところま

で来ています。多少の赤字が出ても、地域の医

療をしっかり守っていただきたいと思いますの

で、この計画を確実に遂行していただきたいと

思います。

○坂口委員 働き方改革というか、法律という

のは絶対的なものと思います。だから、徹底し

て対応する必要があると思っています。特に医

療分野での就労環境の良好化については不断の

取組が必要で、気づくのがかなり遅れてきてい

た部分があって、こういうきっかけによって改

めて気づかされたと思っています。

そういった中で、いろいろなポイントが見え

てきました。医療秘書についても早く法制化さ

れて取り組む。ただ、まだまだ努力して徹底す

る必要があったのかなというのと、機能分担に

ついても、改めてもう一回法的に整理できない

かとか。それと、チーム医療についても経営計

画の中で徹底して詰めていくと、それが結果と

して県民に高度な医療などの形で返ってくるわ

けです。自己研さんもですが、即県民に対する

サービス向上につながる部分があれば、経営計

画の中でそれらも含めて、当然伴う県民の負担

についても、今後検討していくべきではないか

という気がします。かかるものはかかるけれど

も、結果として効果があるものを求めていくと

いう、そのあたりの考え方としてはいかがでしょ

うか。計画として改善されていくということで

しょうか。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおり、

非常に複雑な問題と多くの問題を抱えています。

特に経営機能については、物価高騰や新型コロ

ナなどの問題が同じタイミングで複雑に絡んで

きて、非常に厳しい状況になりました。これが

結果として、経営上の数字の中にも出てきてい

るというところです。法令などで定められてい

ることもありますので、やるべきことはしっか

りやらないといけません。公立病院ですので、

赤字でいいとは思っていませんけれども、黒字

を絶対確保しなさいというのも、少し乱暴な議

論だと思います。必要な医療をしっかり提供し

ていく。政策的な医療とか、不採算部門も公立

病院は担っていますので、そこは民間病院と大

きく違うところだと思います。

そういうことで、仕組みとしても一般会計か

らの繰入れや繰出しがあって、必要な部分につ

いてはしっかり一般会計からも負担をいただく

ことになっています。それが県民の負担という

ところになると思います。そのあたりの経営計

画自体を今回立てましたが、現時点での見込み

でも、同じ努力をずっと続けて令和14年にしか

黒字にならないという状況です。状況が変われ

ば、もっと悪くなる可能性も当然あるんですけ

れども、だからといって病院経営をやめるわけ

にはいかないと思います。計画の中では、機能

分化とか役割分担という形で表現していますが、

もう少し踏み込んだ病院の在り方を含めた経営
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改善についても、今後検討していかなくてはな

らない時期に来ていると思います。

その上で、一般会計からの負担部分について

も財政当局としっかり話をして、必要なものは

しっかり要求していきたいと思っていますし、

国に対しても同様のことをやっていきたいと

思っております。

○坂口委員 やはりそこだと思います。本当に

いい改革ができれば、そして、医者を中心にス

タッフが気持ちよくというか、責任を持って取

り組めるような環境を整備することは、最終的

に県民のための医療になっていくと思うんです。

だから、必要なものはしっかり認めていく。県

民負担になりますが、やはり真剣に検討すべき

かなと思います。たまに耳にしてきた言葉です

けれども、医は算術ではなく仁術なんだという

ことで、スタッフを尊重した改革をやっていく

というのが一つだと思っています。

経常収支比率100％というのは理想であると思

います。ただ、日南については、ＪＲ関係もこ

れからどう利便性を高めていくかという課題も

県として抱えています。高速道もだんだん見え

てきて完成が近くなっています。そうなると、

鹿児島県や宮崎市がうんと近くなってきます。

紹介状、逆紹介状の話もありましたが、高度急

性期の医療について、本当に必要なものとやる

べきものをしっかり選択できるかというと、そ

ういった環境が本当にできるか不安があります。

だから、次長が言われるように全て黒字化を目

指すのではなくて、置かれた立地条件での感覚

的な収支比率100％というのは、おのずと違って

くると思うんです。だから、そのあたりも考え

た収支面での独立について、一つの目標として

目指すのではなく、公的な医療機関が県民に果

たすべき結果よしは何なのかとなったとき、必

ずしも黒字化が最優先ではないという気もしま

す。

大きな改革のときですから、ぜひ総合的に見

て、この経営計画の中に生かしていただければ

と思います。

委員がおっしゃったように、

３つの県立病院それぞれの医療圏の状況も異

なっております。先ほども申し上げましたよう

に、地域医療構想を福祉保健部でつくって、今

後の患者の伸びや落ち込みなども十分参考にさ

せていただきながら、医療圏の中で診るもの、

あるいは、時間がたてば医療圏も少し広めに、

どこまで患者が行き来するのかも含めて考

えていけないかということも、今回の計画を考

える中では推計に反映させたつもりでございま

す。

また、そこの医療圏における位置づけについ

てですが、県立延岡病院では、地元の医師会な

どとの連携があります。県立宮崎病院だと、大

きい病院もたくさんある中でどう経営をしてい

くのかということです。県立日南病院について

は、特に人口減少が激しかったり、インフラの

整備なども客観的な条件としてございます。そ

ういったことを十分踏まえながら、それぞれの

病院が持つ機能や特色が生かされて、最終的に

は県民への医療サービスが充実していくことを

目指しながら、この計画をつくらせていただき

ましたし、毎年見直して、それぞれ反映させて

いきたいと思っております。

また、各病院の事務局長からも御説明しまし

たとおり、それぞれの病院が自分たちの機能を

どう生かしていくのかということ、スタッフが

自分の病院はどうあるべき、あるいは、どうす

れば経営が改善するのかという意識改革もしっ

かりする前提での取組として考えております。
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そういった意識を高めながら、そして最終的

には、地域医療の充実強化を目標としてやって

いく計画にしております。おっしゃっていただ

いたように、不断の努力という意味では、見直

しながら計画を進めていくということに取り組

んでいきたいと思います。

○坂口委員 ぜひお願いします。そして最終的

に、医者がこの病院に残りたいとか、あそこの

病院に行きたいと思われるぐらいの改革をやっ

てほしいと思います。

私は宮崎大学医学部附属病院へ定期的に通院

しており、そこの講師に主治医になっていただ

いていたんですけれども、定期健診の日に出張

のため不在で、代わりの先生に診ていただく予

定でした。たまたま日程が変更になって、主治

医の先生に診てもらうことができたのですが、

予定が狂って物すごい幸せだったなと感じたん

です。患者としては、強い信頼関係があるんだ

と思いました。

だから、日高委員も言ったようなことも含め

て、スタッフから、行きたい、残りたいと思わ

れる病院になるような改革、それが最終的には

県民のための一番あるべき改革だと考えますの

で、ぜひ見直しの中で、ここに神経を使って取

り組んでいただきたいと思います。

○山下委員 少し心配なのが介護難民が出るん

だということです。その中で、労働時間の総量

規制等が厳格化されるということで、医師不足

が問題となっています。

2025年問題がありますが、団塊の世代が後期

高齢者になっていきます。この５～10年という

のは、医療は地域で非常に逼迫してきます。一

番医療を必要とする世代がピークを迎えてきま

すから。その中で、介護難民から今度は医療難

民が出てくるんじゃないかという思いがありま

す。病院局は３病院をしっかり運営して、地域

医療を担う二次・三次医療としての役割を担え

ばいいということだろうけれども、新たな労働

時間の総量規制が出てくると、地域の中で病院

を運営している医療従事者方、そして、都城市

も総合病院がいくつかあるんですけれども、そ

こもどんどん改革をしていかないといけません。

医療を必要とする方をどこが最終的に受け入れ

てくれるのでしょうか。

例えば市郡医師会病院などの地域で総合病院

をやっているところが、県病院にどんどん送り

込んだらいいとなっても、県病院はできないわ

けです。そこでの医療の問題が出てくる可能性

があると思うんです。いろいろな計画を福祉保

健部と一緒になって検討していく場面をつくっ

てほしいという思いになったところでした。ぜ

ひよろしくお願いしたいと思います。

○日高委員 先ほど病院局長が、圏域を広めに

見てやるとおっしゃったと思います。

また先ほど坂口委員がおっしゃいましたが、

日南―宮崎間の高速道路が完成し、かなりイン

フラがよくなってきているということでした。

例えば県立延岡病院と県立宮崎病院のすみ分け

は大体できているような気がしていますが、イ

ンフラが整うことによって、県立宮崎病院と県

立日南病院のすみ分けの範囲はどうでしょうか。

基本的に県立宮崎病院の圏域が広がってくると

思うのですが、圏域を広めに見るということは

そのあたりの話でしょうか。

おっしゃるように、インフラ

の整備などにより時間的に近くなるという意味

では、動向として、日南の患者が宮崎に行って

みようというのは出てくると思います。あるい

は病院の機能分化いう意味で、より高度なもの

が隣の医療圏にあればそこに行こうという意味
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で、居住する医療圏だけではなくて隣まで見た

ときにどうあるべきか。病院が減ってくる中で、

どの病院で患者の程度に合わせた医療を提供で

きるかという意味では、今の医療圏を診療や病

気ごとに４つに分けたり、もう少し細かく分け

たりしています。

患者の動向とか、患者の高齢化が進んできた

ときに、病気によってどこまで患者が動くかと

いうようなものを込めて、診療を提供するため

の医療圏の広さを見ていかないといけないとい

う意味で申し上げました。

○日高委員 そうであれば、今まで広めに見て

いなかったんですかという話になってきます。

機能的には増えたわけでない中で圏域を広めに

見るとなると、日南と宮崎では医療圏がかぶる

んです。距離が近くなればぐっと縮まるんです。

先ほど山下委員もおっしゃい

ましたように、福祉保健部で、医療圏の患者の

動向や人口の動向などを踏まえ、病気の状況な

どを見ながら、その医療圏で必要な医療のあり

ようというものは、構想なり計画という形で示

していただきます。その構想の中にある計画を

県病院の地域においてどう見ていくかというこ

とになります。

また、その計画が４年スパンであれば、現在

の計画なりで示されている部分と隣の医療圏の

動向までしっかり見ていく必要があるという意

味においては、広く見ていく必要があるという

ことで申し上げたつもりでございます。

○日高委員 日南圏域の将来的な地域医療の在

り方について医療構想調整会議で検討していく

というのは、当然人口減少というのが先に来て

いるんです。医療圏域の将来の地域医療の在り

方となってくれば、病院局長がいう圏域を広め

に考えるというところ、逆に狭めになるところ

もあったりしますが、人口減少の中、日南串間

圏域の将来の地域医療について、医療構想調整

会議でのどう検討しているんですか。

今回の計画については、医療

圏の患者の動向とか将来の動向といった、福祉

保健部でまとめている医療構想をしっかりと受

け止めてつくっていきます。

その中で、医療圏での医療提供の在り方を考

えたときに、公立病院の責任の果たし方、機能

の果たし方について検討するため、各県立病院

で協議会も開催しております。

その定期的な協議の中で、県立病院としまし

ては、救急に力を入れて、合併症なりのリスク

が高い患者を受け入れていくとしています。そ

して、日南市立中部病院につきましては、かか

りつけ医みたいな形で、逆紹介で病院に戻され

た患者を回復期の患者として診ていく。そして、

串間市民病院につきましては、日南串間の中で

も離れていますので、その地域性を踏まえた串

間市民への対応という形でやっていくことに

なっています。

また、私が広域的に見ると申し上げたのは、

ベースになるのは、当然そこの医療圏の患者の

動向でございますので、それを念頭に置きつつ

も、少し広い視点を持っていくという意味で、

将来的なものにつきましては、さらに広い視点

も持っていくという観点から申し上げました。

○永山委員 タスクシフトの担い手の関係で、

特定行為看護師を育成するということで目標が

定められているんですけれども、具体的な数値

目標とかというのはあるんでしょうか。

○佐藤県立宮崎病院事務局長 当院で来年５月

に開校を目指しております研修機関は、当面３

名の特定看護師を養成する計画でおります。そ

の先の将来的な数値目標は今のところ設けてい
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ませんが、当面３名でスタートする計画でござ

います。

○永山委員 医師が900人いるというところで、

３名ぐらいでは焼け石に水のような気もするん

ですけれども、また数値目標を立てるなり検討

いただければと思います。

先ほどの県立宮崎病院の説明

は、県立宮崎病院が特定行為をする看護師の研

修機関になるというものでございまして、３病

院の中には、これまで特定行為研修を受けてき

ている看護師もいます。そういった方も含めて、

医師の指示を待たなくても特定行為ができる看

護師が増えていくことで、業務の分担ができる

という形になります。特定行為を行う看護師の

確保にも努めていきたいと思っております。

○下沖委員 経営計画の素案についてです。

第６章の４、「地域医療の充実と貢献」に、医

師不足の地域への診療応援体制の構築という項

目があるんですけれども、こちらはどのような

応援体制ができているのでしょうか。医師不足

の地域へ医師を派遣する等の構築をどのように

なさるのか。

医師確保を含めて厳しい話が出ていますけれ

ども、そういう体制が今後築けるのかどうか、

教えてください。

○大野病院局次長 現時点におきましても、高

原町と小林市には県立宮崎病院から医師を派遣

して、地域の医療を応援する体制を取っており

ます。

我々の診療の体制との関係もございますので、

なかなか難しいところではあるんですけれども、

地域の実情に応じてよく検討しながら、いろい

ろな話を聞きながら、地域への貢献もしっかり

やっていきたいと考えているところです。

○下沖委員 ここは、今後重要なところなので、

いろいろと検討していただくようお願いします。

あと、７章の１、「医業収支の改善」の（３）

に、原価計算の手法による収支分析、経営の見

える化の推進とあるんですけれども、今まで何

か特有な計算方法をされていたんですか。

○大野病院局次長 原価計算の考え方というの

は、例えば診療科ごとに分けて見たときに、そ

こでかかった費用と得た収益をそれぞれセグメ

ントで分けて見てみようというような、そのよ

うな考え方になります。

病院事業は、診療科ごとに収益と費用を計算

しているわけではありません。人件費などの共

通のコストもありますので、そういうセグメン

トに分ける考え方はありませんでした。診療科

ごとに割ってみることで、すごく稼いでいる診

療科だけれども、高度な医療を提供するために

は高度な機材や薬品が必要なので、コストもか

かっていますとか、コストが逆ざやになってい

るところも見えてきます。

だからといって、その診療科をやめるとかい

うことではなくて、そういうコスト感覚を持ち

ながら診療科や病棟を見ていくと、改善のきっ

かけとか目安ができてくるんだろうという考え

方です。経営をできるだけ透明化、見える化し

ていこうという取組で、コストがかかっている

からノーということではないということです。

○下沖委員 値段を上げたりとか、病院自体で

調整ができるものなのでしょうか。保険適用の

中でのことなので値段は決まっているけれども、

原価計算で一応見える化して経営改善につなげ

ていくということでしょうが、つなげるという

ことは、どこかで収益を上げていくということ

だと思っています。どのあたりで今後収益を上

げていくつもりなのでしょうか。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおり、
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診療報酬で決まっていますので診療の値段を上

げることはできません。そういう目線を持つと

いうことだと思います。コストがかかっている

から駄目ということではないんですけれども、

経営を分析する中で、原価がどれぐらいかかっ

ているかというところは見る必要があります。

たくさん診ているからいいでしょうということ

ではないということです。

とにかく見える化をした上で、経営改善がで

きるところがあるのかを見ていくという考え方

で御理解いただければと思います。

○下沖委員 ７章の２の（３）、電子カルテシス

テムやデジタル関連の投資についてです。３病

院でデジタル化を進めていくという計画が入っ

ていたと思いますが、３病院で入札を一本化す

ることで下げたり、今後は管理についても外部

が入るなど、そういった関連での共通化となっ

ているのかなと思ったところですが。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおりで

す。それぞれがばらばらに購入したりシステム

を導入するより、共通できるものは標準化して

やっていくという考えになります。使い勝手と

かいろいろありますが、特にデジタルに関して

はできるだけ標準化して、効率的にやりましょ

うという考え方でございます。

○山口副委員長 改定前と改定後で一般会計か

らの負担金はどれぐらい増えるのでしょうか。

前回は令和７年までしか書かれていないと思い

ます。

○大野病院局次長 一般会計からの繰入金につ

いては総務省の繰入基準に基づいて算定してい

ますので、今後、見込みの中で増えるというこ

とではありません。

○山口副委員長 改定前は令和７年の目標値が

ありますが、そこに一般会計負担があると思う

んです。各年度、新しく予測が出ています。そ

れはどれくらい負担が増えていますかという質

問でした。数億ぐらい増えていませんか。20億

円が30億円ぐらいになっているのか。

○大野病院局次長 今回の計画においては、政

策的医療などで担っている部分が非常に大きく、

例えば研修医の受入れや、前回の計画には反映

されていなかった光熱費コストが上がっている

部分も見込んでいます。

ここで、９億円ぐらい伸びているんですけれ

ども、まだ予算も編成の途中になりますので、

要求の状況も踏まえて、前回の計画よりも増え

ております。

○山口副委員長 最終的には、県民負担をどれ

だけ許容できるかどうかということに帰結する

と思っています。負担が最終的にどう上がって

いくのか、もしくは減っていくのか、今の体制

を維持するのであれば、県民からの負担をこれ

だけ増やさないと維持ができないということは、

やはり明確にしていくべきではないだろうかと

思うんです。数字上は９億円ぐらい上がってい

るということだったので、それで今後は進んで

いくんだろうなと、もともとの計画より毎年９

億円近く増えた状態でいくという形で理解した

いと思います。

別件になりますが、医業収支比率についてで

すが、改定前の計画からかなり数値的に落ちて

いると思います。令和７年は92％程度を目標に

していたのが、恐らく80％台になっているんで

すけれども、ここの要因というのは、医師の費

用が上がっているからということでしょうか。

○大野病院局次長 数字的に言いますと、前計

画よりも下がっています。やはり委員がおっしゃ

るとおり、一般会計からの繰入れが増えること

で、医業収支比率が下がるためだと思います。
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○山口副委員長 説明を受けていると、経営計

画を立てるに当たって、今ある計画を分析して、

計画を維持継続していったらこうなりますとい

う形でつくっているように感じました。

本来だったら、医業収支比率をここまで上げ

ていこうとか、何年の９割にするためにここを

削らないといけないという議論からのスタート

もありなのかなという気がします。計画の基本

的な立て方としては、現在の規模感や病院の科

数、診療の状況を維持するためにどうするかと

いう形をベースに医療計画をつくっているとい

う理解でいいんでしょうか。

○大野病院局次長 現状をしっかり分析すると

いうことがまず大事であり、現状の中で患者数

の動向や医療単価を検証しているということで

す。その上で、先ほど申し上げた経費節減や収

益確保のための取組によって、どれぐらい努力

分が乗っていくかということと、経費として落

としていけるかというところを足し込んで計算

を上げております。

収支比率から求めるべきだという話ですが、

そういった積み上げが、結果として収支比率の

数字を上げることにつながるので、同じ考え方

ではないかと思っています。現状を是として現

状から推測しているわけでは決してなく、現状

を分析した上で、現状から改善できるところは

改善していくという考え方で収支計画をつくっ

ています。前回の計画のつくり方と違う部分は

相当あると思います。

付け加えて御説明します。

収入の確保や経費節減の取組というのは、現

行やっている部分がございます。今回の改定に

当たりましては、さらにその取組を上向きでさ

らに努力するという部分を考慮して、収支が改

善されるようにということも入っております。

それと、一般会計の税収なりでいただく分に

つきましても、これだけ足りないからこれだけ

くださいという意味ではありません。繰り出し

基準というものがあると御説明しましたけれど

も、公営企業の収入をもって充て難いような経

費、不採算であるような部門といったものにつ

きまして、理論的にこういったものを一般会計

からいただきたいという意味で計算をしていま

す。それらを合わせてこの計画等をつくってい

ますので、さらに努力を重ねていくという前提

での計画をつくっております。

○武田委員 ３病院共同で薬剤などを仕入れす

るとおっしゃいましたが、将来的には、県内の

市立病院などの公立病院も一緒にやれるような

方向があると、地域の病院がよくなるような気

もするんですが、そういう方向性は考えられな

いのでしょうか。

○大野病院局次長 委員がおっしゃるとおり、

可能性という意味ではあると思います。

ただ、一次、二次、三次という救急の病院の

機能によって、必要な薬剤や資材が相当違うと

思います。共同の倉庫を置くことでメリットを

得るためには距離が近いことも大事ですので、

そのあたりを総合的に勘案したときに、ほかの

公立病院が加えられるかというのは、仕入れの

状況などを見てみないと難しいと思います。

ただ、同じ市町村の公立病院で連携する可能

性については、我々と組むよりは高いのかなと

いう気はします。

想像になりますので、確かではありません。

○山口副委員長 結局、医療計画や病院計画を

つくった後に、各地域の病院の方々にはどうやっ

てお知らせしていくんですか。

県病院とかはこういう方針でやっていくんで

すと言ったときに、ほかの病院の人たちがそれ
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を知らなかったら、経営方針が変わったとして

も同じように患者を送り込んできたりされるの

ではという気がするんですけれども、そういっ

た周知はどうやってやっていくんでしょうか。

○大野病院局次長 それぞれの圏域で地域の病

院や小さいクリニックも含めてつながっていく

というのは大事だと思います。

例えば、延岡であれば、地域の連携の集いと

いうものを持っていて、地域と顔が見える関係

をつくっています。今年の取組でいいますと、

停電のときに、県立延岡病院で様々な工夫をし

て地域と協力しながら対応したんですけれども、

そういうことを発表したりして、地域でつながっ

ていくような議論をする場というのがあります。

だから、そういう場を使って地域の医師にも

考え方を示していくという形で、各病院の考え

方を示して、協力していただきたいと考えてお

ります。

○重松委員長 その他で何かございませんか。

○日高委員 10月時点での臨床研修医のマッチ

ングの速報値については新聞でも出たと思うん

ですけれども、定員が106名に対してマッチング

数が47名ということでありました。

宮崎大学医学部附属病院について宮崎大学長

と話したんですけれども、話の中身に入ってい

けなかった部分が正直あって、今度勉強会でも

やりましょう、本音で話しましょうと話をして

おります。

その中で、３病院でも22名、10名、10名とい

うことで、合わせれば42名という定員なんです。

今回マッチング数が24名ということでした。県

立日南病院はずっと何人かいたんですけれども、

１名になってしまいました。

臨床研修医のマッチングをしっかりやらない

となかなか分母が増えていかないので、医師が

宮崎県に残らないということになります。この

あたりについて、病院局としてどう見ているの

かお伺いします。

○大野病院局次長 各病院のマッチングですけ

れども、今回は24名ということで、去年とほぼ

同じ数のマッチングは確保できており、定員に

対して63％ぐらいのマッチングとなります。全

国的にも苦しい中で、一定数は確保できたのか

と思っております。

学生に専門性を高めるという思考が強いので、

地方の病院がマッチング率を上げるのは難しい

ですけれども、ダ・ヴィンチやハイブリッド手

術室などの新しい技術も積極的に取り入れるこ

とで、それぞれの病院の魅力を知って選んでい

ただきたいと思っています。そういう意味では、

マッチング以前の説明会などで各病院の魅力を

しっかり発信していって、今後もマッチング数

を確保していきたいと考えております。

○日高委員 宮崎大学医学部のマッチング数の

割合が、がくっと下がっているんです。どうなっ

ているのかなという話もあります。

県病院の医師にも当然会ってきますよね。マッ

チングはそのあたりが中心です。結局、本音で

しっかり話し合っていかないと、なかなか難し

いんです。

福祉保健部でまた具体的な話をするんですけ

れども、そこに力を入れていただければと思い

ます。よろしくお願いします。

○重松委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩
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午後０時55分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明をお願いいたします。

○川北福祉保健部長 本日、御審議等をお願い

いたしております議案等につきまして、概要を

説明させていただきます。

常任委員会資料２ページを御覧ください。

本日は、予算議案２件のほか、特別議案が５

件、報告事項が１件、その他報告事項が３件ご

ざいます。

それでは、資料３ページを御覧ください。

今回の補正予算につきましては、議案第１号

「令和５年度宮崎県一般会計補正予算（第５号）」

及び議案第33号「令和５年度宮崎県一般会計補

正予算（第６号）」の２件になります。

補正額は、一般会計で、歳出予算集計表の小

計にありますとおり、議案第１号で1,321万9,000

円の増額、議案第33号で12億7,662万円の増額を

それぞれお願いしております。

この結果、福祉保健部全体の補正後の予算額

は、表の一番下にありますとおり、一般会計と

特別会計を合わせまして2,683億1,147万9,000円

となります。

予算議案の詳細につきましては、この後、担

当課長が御説明いたします。

なお、予算議案には債務負担行為に関するも

のも含まれていますが、こちらはいずれも公の

施設の指定管理者の選定に係るものであります

ので、特別議案の説明の際に併せて御説明いた

します。

資料２ページに戻っていただきまして、次に、

特別議案ですが、議案第７号「旅館業法施行条

例等の一部を改正する条例」及び議案第13号か

ら第16号まで「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」の計５件です。

次に、報告事項についてですが、損害賠償額

を定めたことについての１件です。

最後に、その他報告事項についてですが、令

和５年度福祉保健部における計画の改定等の素

案について、国民健康保険普通調整交付金の過

大交付に伴う返還について、令和４年度宮崎県

ひとり親世帯実態調査結果についての３件です。

いずれも詳細につきましては、後ほど、担当

課長が説明をいたします。

○重松委員長 次に、議案についての説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○長倉福祉保健課長 常任委員会資料４ページ

を御覧ください。

11月補正予算案、議案第33号のうち、人件費

について、福祉保健部全体を一括して御説明い

たします。

今回の補正内容は、人事委員会勧告に基づく

職員の給与改定に伴う人件費の補正でありまし

て、福祉保健部合計で１億1,636万8,000円の増

額補正をお願いしております。

給与改定の内容は、給料等の月例額が0.97％

引上げ、勤勉手当の支給月額を0.1月引き上げる

ものなどであります。

この結果、福祉保健部の人件費の予算額は、

合計で67億9,321万8,000円となります。

資料５ページを御覧ください。

続きまして、議案第１号補正予算案に係る福

祉保健課分について御説明いたします。

福祉保健課の補正予算額は、補正額の欄にあ

りますとおり187万5,000円の増額補正でありま

す。

補正内容について御説明いたします。
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資料６ページを御覧ください。

（事項）災害救助事業費の説明欄、災害弔慰

金187万5,000円の増額補正であります。

資料７ページを御覧ください。

この事業は、昨年９月に発生しました台風14

号により被災し、亡くなった方の遺族に対し、

市町村が条例で定めるところにより弔慰金を支

給するものについて、災害弔慰金支給に関する

法律の規定により、その経費の一部を負担する

ものであります。

今回の支給に関する経緯としましては、台風

の強風域圏内にあった昨年９月18日の朝、新富

町在住の一人暮らしの男性が自宅の敷地内で倒

れているところが発見され、医療機関に搬送後、

死亡が確認されました。

その後、町が亡くなられた男性の遺族に対し

て弔慰金制度の対象になり得る旨の説明を行っ

たところ、一周忌を迎えた今年９月に遺族から、

台風災害に起因する死かどうか調査を依頼する

旨、申立書の提出がありました。そこで、町が

警察、消防、医療機関等から様々な情報を集め、

弔慰金支給の審査会を経て、支給することとなっ

たものであります。

弔慰金250万円を支払うため、国負担分の４分

の２を県が受け入れ、県負担分の４分の１を加

えて、新富町に対して負担金を支出するもので

あります。

続きまして、資料８ページを御覧ください。

議案第33号補正予算案について御説明いたし

ます。

福祉保健課の補正予算額は、補正額の欄にあ

りますとおり4,134万4,000円の増額補正であり

ます。

それでは、人件費を除く補正内容について御

説明いたします。

資料９ページを御覧ください。

上から２番目の（事項）生活困窮者支援事業

費の説明欄、新規事業「医療・福祉分野におけ

る食材料費高騰対策緊急支援事業」66万円の増

額補正であります。

資料12ページを御覧ください。

この事業は、右上にありますとおり福祉保健

課を含む部内４課で予算計上しているものであ

り、私から一括して説明させていただきます。

まず、事業の目的ですが、食材料費等の高騰

の影響を受ける医療機関や社会福祉施設等に対

して、支援金を給付することで事業者の負担軽

減を図るものであります。

６月定例会におきまして、光熱費やガソリン

代等の物価高騰に係る支援金として、認めてい

ただいた事業に、今回は食材料費の高騰に対し

支援を行うものであります。

次に、事業の概要であります。（１）、事業内

容の一覧にあります対象施設に対して、食材料

費や給食委託費の高騰のため定額を支給するも

のです。事業費につきましては、医療機関につ

いては、厚生労働省から示された単価により算

出し、その他の施設については、施設への聞き

取りや食材料費の高騰率で算出をしております。

福祉保健課分として、救護施設に対して、定

員１人当たり5,000円を支給し、予算額66万円を

計上しております。

次に、医療政策課分として、医療機関に対し

て、１床当たり12万8,000円、予算額は合わせて

２億4,341万9,000円を計上しております。

次に、長寿介護課分として、介護サービス事

業所・施設等に対して、障がい福祉課分として、

障がい福祉サービス事業所・施設に対して、施

設系・居住系で定員１人当たり5,000円を、通所

系・多機能系で１事業所５万円を給付すること
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としており、長寿介護課分の予算額として、合

わせて１億9,550万円を、障がい福祉課分の予算

額として、合わせて3,200万円を計上しておりま

す。全体の予算額は４億7,157万9,000円であり、

全額、国庫支出金（重点支援地方交付金）となっ

ております。

○徳地医療政策課長 常任委員会資料13ページ

を御覧ください。

議案第１号補正予算案に係る医療政策課分と

しまして、補正額にありますとおり606万2,000

円の増額補正であります。

資料14ページを御覧ください。

補正内容は、（事項）地域医療推進費の説明欄、

「医療提供体制整備事業」606万2,000円の増額

補正でありますが、詳細は資料の次ページで御

説明いたします。

資料15ページを御覧ください。

この事業は、地球温暖化対策に資する病院の

整備を支援することにより、病院等の地球温暖

化対策の取組を推進することを目的としており

ます。

事業の概要の（１）、事業内容にありますとお

り、都城市の吉見病院について高効率熱源機器

の整備、いわゆるヒートポンプ式による空調設

備導入に要する経費を補助するものでありまし

て、財源は全額国庫支出金となっております。

続きまして、資料16ページを御覧ください。

議案第33号補正予算について御説明いたしま

す。

医療政策課の補正予算額は、補正額の欄にあ

りますとおり２億9,834万1,000円の増額補正で

あります。

資料17ページを御覧ください。

（事項）職員費と（事項）医療機関指導及び

運営費の増額補正は、給与改定に伴う人件費に

なりますので、説明は省略させていただきます。

次に、（事項）看護師等確保対策費の説明欄に

あります、新規事業「介護職員等処遇改善事

業」5,126万5,000円につきましては、後ほど御

説明いたします。

次に、（事項）地域医療推進費の説明欄にあり

ます、新規事業「医療・福祉分野における食材

料費高騰対策緊急支援事業」２億4,341万9,000

円につきましては、先ほど福祉保健課長が説明

しました食材料費高騰対策に関する、医療政策

課分としての支援金の予算額となっております。

資料18ページを御覧ください。

新規事業「介護職員等処遇改善事業」であり

ます。

この事業は、医療政策課、長寿介護課、障が

い福祉課で予算計上しているものであり、私の

ほうから一括して説明させていただきます。

まず、事業の目的ですが、国のデフレ完全脱

却のための総合経済対策において、医療、介護、

障がい福祉サービス分野の賃上げが他の産業に

追いついていない現状を踏まえ、来年度から医

療、介護、障がい福祉サービス等の診療報酬の

同時改定での対応を見据えつつ緊急に対応する

ため、国から人材確保に向けた賃上げに必要な

支援策が示されたところであります。

そこで、医療、介護、障がい福祉分野の現場

で働く介護職員等の賃上げを実施するために必

要な経費を補助するものであります。

次に、事業の概要を御覧ください。

（１）の事業内容につきましては、①の処遇

改善に要する経費として、それぞれの対象施設

に従事する職員１人当たり月額平均6,000円の賃

金引上げに相当する額を補助いたします。

対象施設、対象業種、事業費につきましては、

下の表に掲げておりますが、病院及び有床診療
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所で働く看護補助者分として4,800万円、介護事

業所等で働く介護職員分として３億2,508万円、

障がい福祉サービス事業所等で働く福祉・介護

職員分として１億3,824万円の合計５億1,132万

円を計上しており、支給対象期間は、令和６年

２月から５月までの４か月となります。

また、②のとおり、申請書類の内容審査、支

払事務費等として2,125万5,000円を事務費とし

て計上しております。

（２）の事業の仕組みにつきましては記載の

とおりであり、事業の期間は令和５年度として

おります。

続きまして、資料29ページを御覧ください。

令和５年度の繰越明許費の追加について御説

明いたします。

表の２、追加（11月追加補正）の部分であり

ます。衛生費の「介護職員等処遇改善事業」看

護補助者分、民生費の介護職員分、福祉・介護

職員分の３事業でありますが、それぞれ国の補

正予算の関係により事業実施期間が不足するこ

とから、翌年度への繰越しをお願いするもので

あります。

○佐藤障がい福祉課長 常任委員会資料21ペー

ジを御覧ください。

議案第１号補正予算に係る障がい福祉課分に

ついて御説明いたします。

当課の補正予算額は、補正額の欄にあります

とおり528万2,000円の増額補正であります。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。

資料22ページを御覧ください。

（事項）特別障害者手当等給付費528万2,000

円の増額補正であります。

こちらにつきましては、資料23ページを御覧

ください。

事業の目的ですが、日常生活において、常時

特別の介護を必要とする障がい者に手当を支給

することにより、障がい児（者）の福祉の向上

を図るものであります。

事業の概要ですが、特別障害者手当、障害児

福祉手当、経過的福祉手当について、毎年２月、

５月、８月、11月の４期に分けて手当の支給を

行っておりますが、月額単価の上昇に加え、受

給者数が増加してきていることから、今年度の

支給額の増額が必要となったものであります。

これらの手当は、県が町村在住の対象者の認

定・支給を行っておりまして、昨年度は合計で

延べ2,869人への支給となっていたところ、今年

度は延べ3,043人への支給を見込んでおります。

補正額は528万2,000円であり、補正後の予算

額は7,198万3,000円、財源は国庫支出金と一般

財源であります。

続きまして、資料24ページを御覧ください。

議案第33号補正予算について御説明いたしま

す。

障がい福祉課の補正予算額は、補正額の欄に

ありますとおり３億5,113万円の増額補正であり

ます。

それでは、人件費を除く補正内容について御

説明いたします。

資料26ページを御覧ください。

（事項）障がい者自立推進費の説明の欄、新

規事業１「医療・福祉分野における食材料費高

騰対策緊急支援事業」3,200万円の増額補正であ

ります。これは、先ほど福祉保健課長より説明

しました障がい福祉サービス事業所に対する支

援金の支給によるものであります。

続きまして、新規事業２「介護職員等処遇改

善事業」１億4,467万1,000円の増額補正であり

ます。これは、先ほど医療政策課長より説明し
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ました障がい福祉サービス事業所で働く福祉・

介護職員の賃金引上げに相当する額の補正によ

るものであります。

続きまして、新規事業３「障がい者就労施設

工賃向上実現事業」１億5,609万8,000円の増額

補正であります。こちらにつきましては、資料28

ページを御覧ください。

事業の目的ですが、国の令和５年度補正予算

に計上された「障がい者就労施設の工賃向上に

資する生産設備の導入モデル事業」と連携をい

たしまして、県内の障がい者就労施設の就労継

続支援Ｂ型事業所において、障がい者の工賃向

上に資する設備投資を行った後、その効果を検

証し、全事業所で共有を図り、県内工賃の底上

げを行うものであります。

事業の概要ですが、①にありますとおり、工

賃向上設備導入事業といたしまして、県内の就

労継続支援Ｂ型事業所に対しまして、事業所定

数に応じ、上限150万円の設備導入に係る補助を

行うものであります。

②の工賃向上検証事業といたしまして、①導

入後の効果等の検証を行い、県内事業所で共有

を図ることにより、成果指標にある令和５年度

の目標平均工賃月額の達成を目指すものであり

ます。

予算額は１億5,609万8,000円であり、財源は

国庫支出金と一般財源であります。

○小川こども家庭課長 常任委員会資料29ペー

ジを御覧ください。

繰越明許費の追加でございますが、「青少年自

然の家設備改修事業」につきまして、140万円の

繰越しをお願いするものでございます。

事業内容は、青島青少年自然の家に設置して

いる停電時に屋内消火栓に電力を供給する非常

用発電設備を修繕するもので、基盤の製作等に

日時を要することから、工期が不足するもので

ございます。

○壹岐衛生管理課長 常任委員会資料31ページ

を御覧ください。

議案第７号「旅館業法施行条例等の一部を改

正する条例」についてであります。

まず、１の改正の理由ですが、旅館業法等の

改正により、事業譲渡手続に関する規定等が改

正されたことに伴いまして、関係規定の改正を

行うものであります。

次に、２の改正の内容ですが、（１）としまし

て、旅館業法で宿泊を拒むことができる事由が

明確化されたことに伴い、旅館業法施行条例で

定めておりました重複する関係箇所を削除する

ものであります。

（２）としまして、旅館業法、興行場法で事

業譲渡による営業者の地位の承継が追加された

ことに伴い、旅館業法施行条例、興行場に関す

る条例で引用する条項の修正や文言の追加をす

るものでございます。

（３）としまして、旅館業の事業譲渡に伴う

申請手数料の追加をするものでございます。

３の施行期日につきましては、公布の日とし

ております。

○長倉福祉保健課長 常任委員会資料32ページ

を御覧ください。

議案第１号のうち債務負担行為の追加、及び

議案第13号「公の施設の指定管理者の指定につ

いて」御説明いたします。

６月の常任委員会でも説明させていただきま

したが、福祉保健部では、７つの公の施設にお

いて、来年度以降の指定管理候補者の選定を行っ

てまいりました。

まず、宮崎県福祉総合センター及び県立母子

・父子福祉センターについて御説明いたします。
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資料33ページを御覧ください。

債務負担行為の追加でありますが、これは、

指定管理者の指定に伴い発生する令和６年度以

降の県の負担額について、債務負担行為を設定

するものであります。

表にありますとおり、期間は令和10年度まで

で、限度額は２億9,916万円であります。

資料34ページを御覧ください。

指定管理者の指定であります。

福祉総合センターは福祉保健課が、県立母子

・父子福祉センターはこども家庭課が所管して

おりますが、母子・父子福祉センターが福祉総

合センターの一画にあり、一体的に指定管理に

供しておりますことから、私のほうでまとめて

説明させていただきます。

まず、１の施設の概要です。両センターは、

指定管理者である株式会社文化コーポレーショ

ンにより、令和３年度から本年度までの３年間

を指定期間として管理運営されております。

２の次期指定管理候補者ですが、後ほど御説

明いたします審査等を経て、株式会社文化コー

ポレーションとなったところであります。

３の次期指定期間は、令和６年４月から令和11

年３月31日までの５年間であります。これは、

今回、県全体で、人材の確保・育成の安定化、

機材等の長期リース期間への対応等の理由から、

３年間から５年間とすることになったものであ

ります。

資料35ページの４の選定概要ですが、募集期

間は７月３日から９月４日までで、２者から申

請がありました。

（２）、指定管理候補者の審査方法ですが、審

査の流れにありますとおり、まず、県の施設所

管課において申請書類に基づき審査を行い、次

に、外部委員で構成する指定管理候補者選定委

員会を開催して、申請者からのプレゼンテーショ

ン及びヒアリングを実施した上で審査を行いま

した。

その後、関係部局の職員で構成する指定管理

候補者選定会議を開催し、施設所管課において、

選定委員会の審査結果を選定基準等に基づき評

価した結果と照らし合わせ、候補者案が異なっ

ていないかを確認し、県において指定管理候補

者を選定したところであります。

なお、選定委員会及び選定会議の委員は、②

及び③に記載のとおりとなっております。

資料36ページの選定基準、審査項目、配点で

すが、住民の平等な利用が確保されること、施

設の効用を最大限に発揮するものであることな

どの５項目でそれぞれに配点を定め、合計100点

となっております。

資料37ページの（３）、審査結果及び選定理由

ですが、選定委員会における審査結果は、１人100

点を有する選定委員５人の採点の結果、株式会

社文化コーポレーションの得点が500点満点

中428点で１位となり、かつ、最低基準点であ

る300点を満たしました。

次に、②の選定会議において確認しましたと

ころ、選定委員会での選定結果１位の文化コー

ポレーションは、100点満点中87点であり、選定

委員会の審査結果と相違がなく、かつ、最低基

準点である60点を満たしたところです。

この結果、選定理由にありますとおり、施設

の安定した管理運営が見込めること、利用者サ

ービス向上のための取組が具体的に提案されて

いることなどを総合的に判断し、指定管理候補

者として選定したところです。

５の指定管理候補者からの提案内容ですが、

指定管理料につきましては、５年間で２億9,916

万円で、右の基準価格との差額は、マイナス374
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万5,000円となっております。年平均で5,980万

円余となります。

また、参考として今期の指定管理料を記載し

ておりますが、年平均で5,495万円となっており

ます。

資料38ページの収支計画についてですが、令

和６年度は、収入、支出とも5,921万6,000円と

なっており、２年目以降は記載のとおりとなっ

ております。

最後に、県民サービスの向上等についてであ

りますが、主なものといたしまして、リーフレッ

トやチラシ等の紙媒体やホームページ上での情

報発信、地域住民の交流等を目的としたフリー

マーケットの開催、また、新たに子供たちを対

象とした創作活動教室や高齢者を対象とした俳

句・川柳の会の企画が提案されているところで

あります。

○佐藤障がい福祉課長 常任委員会資料32ペー

ジを御覧ください。

県立視覚障害者センター及び県立聴覚障害者

センターについて御説明いたします。

資料39ページを御覧ください。

こちらにつきましては、県立視覚障害者セン

ター及び県立聴覚障害者センターの指定管理者

の指定に伴い発生する県の負担につきまして、

債務負担行為を設定するための議案でございま

す。表のとおり、期間はいずれも令和５年度か

ら令和10年度までで、限度額につきましては、

県立視覚障害者センターが１億4,220万5,000円、

県立聴覚障害者センターが１億3,667万5,000円

であります。

続きまして、資料40ページを御覧ください。

議案第14号「県立視覚障害者センターに係る

公の施設の指定管理者の指定について」であり

ます。

まず、１、施設の概要ですが、現在、公益財

団法人宮崎県視覚障害者福祉協会により、令和

３年４月１日から３年間を指定管理期間として

運営されております。

２、次期指定管理候補者ですが、審査等の結

果、公益財団法人宮崎県視覚障害者福祉協会が

選定され、指定期間は、３のとおり、令和６年

４月１日からの５年間でございます。

４、選定概要ですが、令和５年７月３日から

９月４日まで募集を行いまして、同法人から申

請がありました。

資料41ページを御覧ください。

（２）、指定管理候補者の審査方法ですが、①

から③につきましては、宮崎県福祉総合センタ

ー及び県立母子・父子福祉センターと同様のた

め、説明は割愛させていただきます。

資料42ページを御覧ください。

④の選定基準、審査項目、配点ですが、表に

ある５つの項目について、合計100点となるよう

に配点しております。

資料43ページを御覧ください。

（３）、審査結果及び選定理由ですが、①の指

定管理候補者選定委員会における採点結果は426

点で、最低基準点300点以上となりました。

次に、②の指定管理候補者選定会議における

確認結果は79点で、最低基準点である60点以上

となりました。

この結果に加えまして、③の選定理由のとお

り、知識と経験を生かし、視覚障がい者のニー

ズに対応できる事業計画が提案されていたこと

なども踏まえまして、指定管理候補者として選

定したところであります。

５、指定管理候補者からの提案内容ですが、

（１）、指定管理料については、表の候補者提案

額のとおり、年額2,844万1,000円、５年間で１
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億4,220万5,000円となっております。

資料44ページを御覧ください。

（２）、収支計画につきましては、令和６年度

は、収入、支出とも2,847万1,000円となってお

り、２年目以降は表のとおりでございます。

（３）、県民サービスの向上等につきましては、

視覚障がい者の声を反映させたサービス提供や

啓発活動を通じたサービスの周知及び利用拡大

などが提案されております。

続きまして、資料45ページを御覧ください。

議案第15号「県立聴覚障害者センターに係る

公の施設の指定管理者の指定について」であり

ます。

まず、１、施設の概要ですが、現在、社会福

祉法人宮崎県聴覚障害者協会により、令和３年

４月１日からの３年間を指定管理期間として運

営されております。

２、次期指定管理候補者ですが、審査等の結

果、社会福祉法人宮崎県聴覚障害者協会が選定

され、指定期間は３のとおり、令和６年４月１

日からの５年間でございます。

４、選定概要ですが、令和５年７月３日から

９月４日まで募集を行いまして、同法人から申

請がありました。

次に、（２）、指定管理候補者の審査方法です

が、資料46ページ及び資料47ページにつきまし

ては、県立視覚障害者センターと同様のため、

説明は割愛させていただきます。

資料48ページを御覧ください。

（３）、審査結果及び選定理由ですが、①の指

定管理候補者選定委員会における採点結果は402

点で、最低基準点の300点以上となっております。

続きまして、②の指定管理候補者選定会議に

おける確認結果は78点で、最低基準点である60

点以上となりました。

これに加えまして、③の選定理由のとおり、

知識と経験を生かし、聴覚障がい者ニーズに対

応できる事業計画が提案されていたことなども

踏まえまして、指定管理候補者として選定した

ところであります。

５、指定管理候補者からの提案内容ですが、

（１）、指定管理料については、表の候補者提案

額のとおり、年額2,733万5,000円、５年間で１

億3,667万5,000円となっております。

資料49ページを御覧ください。

（２）、収支計画につきましては、令和６年度

は、収入が2,733万6,000円、支出が2,732万6,000

円となっており、２年目以降は表のとおりとなっ

ております。

（３）、県民サービスの向上等については、聴

覚障がい者の声を反映させたサービス提供や啓

発活動を通じたサービスの周知及び利用拡大な

どが提案されております。

○小川こども家庭課長 常任委員会資料50ペー

ジを御覧ください。

宮崎県青少年自然の家について御説明申し上

げます。

まず、令和５年度一般会計補正予算、債務負

担行為の追加でございます。

これは、指定管理者の指定に伴い発生する令

和６年度以降の県の負担額について、債務負担

行為を設定するものでございます。

表の左側から、事項、宮崎県青少年自然の家

管理運営委託費、期間は令和５年度から令和10

年度まで、限度額は15億2,994万円でございます。

資料51ページを御覧ください。

宮崎県青少年自然の家についての公の施設の

指定管理者の指定についてでございます。

まず、１、施設の概要でございます。宮崎県

青少年自然の家については、現在、指定管理者
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である学校法人宮崎総合学院により、平成31年

４月１日から令和６年３月31日までの５年間を

指定期間として管理運営が行われております。

２、次期指定管理候補者についてですが、後

ほど御説明いたします審査等を経まして、学校

法人宮崎総合学院が選定されたところでござい

ます。

３の指定期間につきましては、令和６年４月

１日から令和11年３月31日までの５年間でござ

います。

資料52ページを御覧ください。

４、選定概要でございます。

（１）、公募の状況につきましては、令和５年

７月６日から９月７日まで募集を行った結果、

申請者は学校法人宮崎総合学院の１者のみでご

ざいました。

（２）の指定管理候補者の審査方法につきま

しては、先ほどの福祉総合センターと同様にな

りますので、説明を割愛させていただきます。

資料53ページを御覧ください。

４、選定基準、審査項目、配点につきまして

は、利用対象者の平等な利用が確保されること、

施設の効用を最大限に発揮するものであること、

管理運営に係る経費の縮減を図るものであるこ

と等の５つの選定基準ごとにそれぞれの審査項

目や配点を定め、これに基づき審査を行ったと

ころでございます。

資料54ページを御覧ください。

（３）、審査結果及び選定理由でございます。

①の指定管理候補者選定委員会における審査

結果につきましては、選定委員５人による採点

を行った結果、合計500点満点中384点であり、

最低基準点である300点を満たしておりました。

また、２、指定管理候補者選定会議における

確認結果でございますが、100点満点中74点であ

り、最低基準点である60点を満たしていること

も確認いたしました。

この結果、３、選定理由に記載しております

とおり、事業計画やこれまでの管理実績等を踏

まえ、施設の運営管理を適正かつ着実に実施す

る能力を有していること、青少年健全育成に資

する効果的な研修事業の提案があることなどを

総合的に勘案し、指定管理候補者として選定し

たところでございます。

５、指定管理候補者からの提案内容でござい

ますが、候補者提案額にありますとおり、年額

が平均３億598万8,000円、５年間で15億2,994万

円となり、基準価格との差額は、５年間でマイ

ナス1,072万円となっております。

また、今期の指定管理料に記載しております、

５年間合計14億4,169万5,000円と比べますと、

次期は8,824万5,000円増加しておりますが、こ

れは今般の物価高騰等の影響による増と説明を

受けております。

資料55ページを御覧ください。

（２）、収支計画についてでございます。初年

度である令和６年度は、収入、支出とも３億1,089

万円となっており、２年目以降は資料記載のと

おりとなっております。

最後に、（３）、県民サービスの向上等につい

てでございます。主なものといたしまして、自

社所有のマイクロバスを活用した送迎サービス、

不登校の児童生徒を対象とした体験活動の推進

などの提案があったところでございます。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○下沖委員 議案第13号の指定管理についてで

すが、収支計画の支出にある本社管理費、その

他（消耗品費、修繕費等）とありますが、これ

らについて内容を教えてください。
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○長倉福祉保健課長 この本社管理費というの

は、株式会社文化コーポレーションが指定管理

している施設は、県ではこの施設だけですけれ

ども、ほかの市町村の施設においても指定管理

をしています。共通でかかる経費については本

社が一括して契約して、いろいろなことをやっ

ているんですけれども、その共通部分を案分し

て本社管理費という形で計上しております。そ

の他（消耗品費、修繕費）については、消耗品

等が必要な場合に購入する予算ということで計

上しております。

○下沖委員 あとは委託費の内容ですが、どう

いう業務なのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 建物を管理することです

ので、例えば、エレベーターのメンテナンスな

ど、外部に委託しないといけない経費をここで

計上しております。

○下沖委員 警備とか管理に関しては、指定管

理でできると思うんですけれども、本業務とは

業務内容は全然違うということですね。

○長倉福祉保健課長 建物の管理と運営をする

ということで、エレベーターのメンテナンスと

か、あと、隣に公園があるんですけれども、そ

この樹木の剪定などについては株式会社文化コ

ーポレーションではできないので、造園業者に

委託することで樹木の管理などをやるという経

費もございます。

○下沖委員 人件費より委託費のほうがかなり

大きくて、なかなか見ない感じだったので質問

しました。

議案第14号の収支計画についてです。令和10

年度の人件費が70万円ぐらい下がっているんで

すけれども、令和10年度に何かあるのでしょう

か。

○佐藤障がい福祉課長 議案第14号の県立視覚

障害者センターについてです。

人件費が下がっているということでございま

すけれども、この５年間の間で退職者が発生す

ることが想定されており、退職と新規採用を考

慮した額で設計をしているところでございます。

○下沖委員 分かりました。

議案第15号の収支計画についてです。令和６

年度から令和10年度まで金額がずっと一緒なん

ですけれども、賃金改定などを見込んで計画を

立てられなかったのでしょうか。そのあたりに

ついて、審査時に何か説明があったのか教えて

ください。

○佐藤障がい福祉課長 聴覚障害者センターに

ついての人件費でございますけれども、人件費

の増については、今のところは検討はしており

ません。

○下沖委員 この５年間の間で、計画上組んで

いないということでしょうか。最低賃金とか考

慮されなかったのかなと思ったところでした。

議案第16号の収支計画ですけれども、外注経

費とその他の経費が結構な金額になっています

が、内容が分かれば教えてください。

○小川こども家庭課長 外注経費としましては、

清掃や警備、給湯設備の保守点検とか、樹木の

管理などです。その他の経費としましては、修

繕費が一番大きなものになっており、あとはク

リーニング代などになります。

○下沖委員 審査のときには、それは詳細に出

てきているんですね。

○小川こども家庭課長 審査のときには、詳細

に出てきています。

○山下委員 新規事業がいろいろ出ていまして、

ほとんど国庫事業でやられるんだろうと思うん

ですが。

常任委員会資料12ページの医療福祉分野の食



- 35 -

令和５年12月６日(水)

材高騰対策についてです。対象施設として、医

療機関、介護サービス事業所、障がい者福祉サ

ービス事業所等あるんですが、どういう基準で

これだけの給付を決めているのでしょうか。

例えば、介護サービス事業所の対象施設とし

て、施設系、短期入所、通所系、多機能系とあ

りますが、通所系、多機能系は800施設あって、

一律５万円でしょう。これは施設の規模は配慮

されていないのでしょうか。

○島田長寿介護課長 介護サービス事業所に関

する食材料費高騰対策でございますが、御指摘

のとおり、施設系、短期入所の事業所等につい

ては、定員１人当たり5,000円ということで規模

を勘案しております。通所系、多機能系の事業

所等については、施設系と違って３食提供する

わけではないということもございまして、基本

的には標準的な規模の事業所について、食材料

費がどれだけかかっているかを統計等から推計

し、一律の金額設定とさせていただいておりま

す。

通所系、多機能系につきましては、標準的な

経営規模のデイサービスの食材料費がどの程度

かかっているかを国の統計等から推計をいたし

まして、その物価高騰分の２分の１相当額を５

万円という設定をさせていただきました。同様

の通所系の事業所、多機能系の事業所はショー

トステイ等ございますが、基本的にはデイサー

ビスや訪問系のサービスもございますので、類

似のサービスということで整理をさせていただ

きました。

○山下委員 常任委員会資料28ページの「障が

い者就労施設工賃向上実現事業」についてです。

平均工賃が令和４年度で２万458円、令和５年

度に２万1,800円以上を目指すということでし

た。工賃を1,342円上げていこうということなん

ですが、今までの取組の中では、農福連携とか

いろいろなことに取り組みながら、工賃向上に

取り組むということでした。

この事業は、各事業所において、施設整備や

工賃向上のための備品とか、いろいろな器具を

導入することによって生産性を上げていこうと

いうことですよね。工賃向上計画については、

十何年前から倍増計画を持って取り組んでこら

れたと思いますが、ハードルがなかなか高かっ

たんです。この事業を組まれるに当たって、工

賃を上げるための自己資本がないから導入助成

をしてほしいとか、事業所からのそういう要望

があったんでしょうか。

○佐藤障がい福祉課長 工賃向上というのは、

我々としては重要課題だということもありまし

て、各事業所に対して、どういった施設整備が

工賃向上に向けて必要なのかというアンケート

みたいなことはやっております。多くの事業者

から、備品や設備の購入とか、支援についての

要望は受けているところであります。

○山下委員 補助額は上限150万円、定員数30人

以上という事業所ですよね。Ｂ型雇用で30人以

上という事業所はどれぐらいあるものですか。

○佐藤障がい福祉課長 Ｂ型事業所は県内で159

か所ございますけれども、定員30名の事業所は14

事業所となります。

ちなみに定員が20～29名の事業所は101事業

所、残りが19名以下の事業所となっております。

○山下委員 工賃を上げていくということは

ずっと議論してきたんですけれども、やはり民

間企業の理解が重要です。障がい者の特性を生

かしていく、協力してくれる企業との連携です。

これまで様々な角度で取組をされて、工賃向上

のための民間事業所の協力についてもいろいろ

取り組まれてきたと思うんですが、非常に人手
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不足ですよね。だから、障がい者雇用に期待す

る民間事業所も多いと思うんです。

施設外で就労機会を与えたりして就労訓練を

行う事業所もありますが、施設外就労は非常に

時代が求めているような気がします。そのあた

りの取組、企業との連携、そして理解、障がい

者と事業所との連携はうまくいっているので

しょうか。施設外就労が増えているだろうと思

いますが、そこの理解醸成はどのようなもので

しょうか。

○佐藤障がい福祉課長 具体的な数は把握して

いませんが、施設外就労は徐々に増えていって

おりまして、そういった連携の取組も進めてま

いりたいと考えております。

○山下委員 企業からすると施設外就労を非常

に求めていると思うんです。これは事業をされ

ている方の施設整備でしょうから、工賃向上計

画をやっていくのであれば、トイレの問題から

休憩の場所、いろいろな企業側の設備の受入れ

がないと、施設外就労は上向いていかないと思っ

ています。受け入れてくれる企業側の施設整備

については、考えているのでしょうか。

○佐藤障がい福祉課長 委員がおっしゃるとお

り、受入れの企業での環境整備も重要だと思っ

ておりますので、今後、そのような視点も踏ま

えて検討していきたいと思っております。

○坂口委員 指定管理関係ですが、民間５名、

庁内７名の合計12名で選考するという体制が１

つあります。それぞれに持ち点を持って配点し

ていくんでしょうけれども、部門別とトータル

点数で最高点と最低点の差が当然出ると思いま

す。そのときは全ての点数を足していくことに

なるのか、それとも最高点と最低点を省いた点

数になるのでしょうか。そのあたりの工夫はど

のようになっているのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 選考委員会での得点につ

いては、５人の合計になっております。

○坂口委員 ５人だけとなると、７名の県職員

は評価には加わらないことになるんですか。

○長倉福祉保健課長 まず、民間の方で構成さ

れる選考委員会をクリアしたものについて、選

考会議で検討を進めていくんですけれども、施

設所管課で提案内容を見て、点数を決めていき

ます。例えば総合福祉センターであれば、職員

５人で点数をつけて、その５人の平均が87点だっ

たというところで、施設所管課の点数は87点で

した。部長を議長とする選定会議で議論をして

決めるという流れになります。

○坂口委員 ちょっと理解できません。

民間の選考委員が５名いますよね。この方た

ちも評価していって点数が出ます。そのときに

ばらつきがあると思うんですけれども、５人中

３人なのか、５人全員の点数を見るのでしょう

か。その点数と別で、所管している県側の点数

というのが、どう調整されて総合評価につながっ

ていくのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 この５人の点数は、上下

を切るのではなくて、５人の合計になっており

ます。そして、その５人合計で500点が満点にな

りますが、300点を超えることが分かったのであ

れば、選定委員会とは別の部長を筆頭とする選

定会議で、先ほど言ったような形で選定をして

いくことになります。

○坂口委員 民間５人というのは、第一次試験

みたいなもので、そこをクリアしたら、独立し

たところでの評価になるということですね。５

人全員の点数を採用するのであれば、その中に

平均点に達していない人がいた場合も、総合点

数でクリアとするのでしょうか。それとも、平

均点に達していない人がいた場合、その時点で
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駄目だとか、最高点と最低点は外して３人分の

点数を見るとか、考え方１つで随分結果が変わっ

てくると思います。そのあたりがどうかという

のが少し気になったので伺ったところでした。

それともう１つ、点数配分についてです。例

えば価格競争の面で、経費における評価は全

て100点中10点になっています。施設をしっかり

と守っていこうとする維持管理の創意工夫に30

点、40点という配分というのは、果たして実態

に伴う配分の在り方なのかという思いがありま

す。

仮にうちは幾らぐらいでやるという価格を提

示してきた配分が10点ではなく20点になってい

たとしたら、そして成果を出すための創意工夫

という配分が40点から10点ぐらい下がって30点

だったとき 性格によって変わっていくべき

配点の在り方の実態とはそうじゃないかなと思

うんです。

建物だけを維持していくのに価格だけは何も

かも評価割合が一緒というのと、ノウハウや経

験を生かした、いわゆるソフト部分によってい

いサービスを享受できるかというところを固定

した 例えば住民の平等な利用の確保が10点

とか、施設を最大限に発揮するのが30点とか、

経費の縮減が10点とか、事業計画を着実に実行

するのが40点とかあるんですけれども、事業計

画は提案したものを着実に守るのが当たり前で

す。しかもトータル的に10億円単位の金になり

ますけれども、それを１億円下げても「これに

はもうかないっこないよ」という配点の在り方

につながるようなものがあるのではないかとい

う気がしますので。これはこれでいいです。

今後の課題として、指定管理が何回目かに入っ

ていくことで競争が独占状態になっていくのと、

いわゆる本社経費がいくつか持てば５分の１な

り３分の１で済むところ、単独でやっていこう

としたら10分の10となり、本社経費を確保しな

いといけません。「あなたのところはトータルメ

リットで安い管理費でいけますよね。だから率

直に評価しますよ」だと、競争が固定してしま

います。

長い間隔で見ると、独占状態だったらそこが

手を引いたときにどうなるかということです。

やはり、競争力を持ったところを育てておいて、

いつでも競争できる状態を確保することも考え

ていくという工夫も必要です。もともと公がやっ

てたものを民間に委託するわけなので、そのま

ま受け継ぐとすれば、未来永劫にできるという

ことが前提条件でないといけません。

この評価の在り方はすごく難しいと思うんで

すけれども、何らかの創意工夫がいるのかなと

思います。そのあたりが大きい検討課題になる

時期に来たという気がしています。

○長倉福祉保健課長 指定管理者制度は平成15

年の自治法の改正により始まりました。例えば

福祉総合センターは７期目になってまいります。

その７期を経るにつれて、選定のやり方につい

ては、県の選定会議をつくるなどの改善はいろ

いろとしてきたところです。

公の施設は県でも相当な数がございますので、

非常に人が少なくなってきて、どうやって運営

していくのかを考えたときに、配点の在り方に

ついては委員おっしゃるように、例えば減点方

式というようなやり方も、他県の状況なども踏

まえながら検討していかないといけない課題で

はあると思っております。

○坂口委員 課題なり検討事項なりが出てきて

いるかと思うんですけれども、言うほうは楽で

聞くほうは大変だろうと思います。頭のどこか

に置いておいていただいて今後に生かしてもら
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えればと思います。

○山口副委員長 指定管理の件についてです。

今回対象となっている施設がいくつかあると思

いますが、公共施設等管理総合計画は、おそら

く県がやっていますよね。その中で個別でつくっ

ているところとあると思うんですけれども、そ

こにおけるこれらの施設の位置づけが分かれば

教えていただきたいです。位置づけされてない

ということであれば、それはそれで構わないで

す。

○長倉福祉保健課長 公共施設の管理計画、そ

してそれぞれの個別計画についてです。例えば

学校など、いろいろと個別のものがありますけ

れども、その個別計画は総務部で所管をしてお

ります。建物をどうやって長寿命化させるかと

いう計画でございまして、それぞれの施設が位

置づけられているところです。

総合管理計画の中では、例えば福祉総合セン

ターでいうと２つ建物があるんですけれども、

古いほうの建物もかなりの年月がたっておりま

す。それを建築のプロの目で見て、どれくらい

もつかとか、もう少しもたせるためにはどうい

うような形で修繕を入れていくかとか、そのよ

うな個別の施設ごとの計画が立てられていると

ころでございます。

○山口副委員長 個別計画や施設計画が公表さ

れていないので、ちょっと追えないんですが、

私が気になっているのは、例えばこの中の施設

が数年後に集約される計画になっていた場合、

この期間の指定管理を委託するのが正しいかど

うか判断がつかないということです。計画上は

３年後に集約されることになっているのに、５

年間の指定管理を委託するというのはありえな

いと思うんです。そこが分からないと議決がで

きないと思っているので、そこを確認したいと

思います。

特に青少年自然の家は、おそらく明確に個別

計画があったと思うので、どうなっているのか

教えてください。

○小川こども家庭課長 青少年自然の家につい

ては、一番古いものが青島青少年自然の家で、48

年たっている状態です。鉄筋コンクリートにな

るんですけれども、65年は改修して使うという

案で個別施設計画を作成しています。まだ48年

ですので、あと10年以上はあります。

○山口副委員長 建物の構造上はそういう形で

理解するんですが、公共施設等管理総合計画は、

恐らく本当に施設として必要なのかという観点

も含めて、他との統合や集約とかの判断も含め

てやっていらっしゃるんだろうと思うんです。

全部５年間とか３年間で計画されていますけ

れども、その期間内にこの施設は集約されると

か、廃止されるとかになっていないことだけ分

かれば全然いいと思うんですが、そこを確認さ

れているかを教えていただきたいです。

○長倉福祉保健課長 そういう意味では、集約

化や廃止するとか、そういう計画にはなってお

りません。

○山口副委員長 全部ですね。分かりました。

○永山委員 常任委員会資料18ページです。介

護職員等処遇改善事業なんですけれども、これ

までも賃上げ、処遇改善の事業をされていると

思います。今回、それぞれおおよその対象者の

人数が出ておりますが、大体の県内の事業所が

申請するという認識でよろしいでしょうか。

○島田長寿介護課長 介護のほうで説明させて

いただきますと、介護保険は、処遇改善加算と

いう加算体制を取っている事業所であるという

要件が１つございます。これはなぜかと申しま

すと、処遇改善加算の要件として、国からいた



- 39 -

令和５年12月６日(水)

だいた加算なり補助金をしっかりと従業員に配

付する体制が確認されているということで、そ

ういったところを確認した事業所が対象になっ

ております。

事業所に関しましては、できるだけ多くの申

請を広く呼びかけるところでございますが、現

実的には一定数申請をされない事業所も出てく

るのではないかと考えております。

○永山委員 国からお金が出るので、きちんと

申請するように指導をお願いします。

○徳地医療政策課長 看護補助者についてお答

えします。

看護補助者の分については、看護補助者の配

置を要件とする診療報酬を算定する医療機関が

対象になっていまして、配置を要件とする診療

報酬の算定の部分が何かということが国から明

確に示されていません。それが示された段階で

対象施設が決まるといいますか、申請する医療

機関が決まるといった状況になります。

○島田長寿介護課長 先ほど制度について申し

上げましたけれども、これはあくまで前回と同

じ制度だった場合でございます。今回、国から

制度の詳細までは示されておりませんので、お

おむね前回と同様の制度で支給されるとすれば、

そのようなことになるということでございます。

○佐藤障がい福祉課長 障がい福祉サービスに

つきましても、先ほど長寿介護課長が説明した

スキームと同じであります。

前回につきましても、大きな事業所につきま

しては、結構申請がきていたところですけれど

も、小さい事業所につきましては申請がないと

ころがありました。100％ではございませんが、

多くの事業所において申請していただいており

ます。

○山下委員 関連なんですけれども、令和６年

２月から５月までの４か月間ということですよ

ね。過去に、こういう対応があったんですか。

○島田長寿介護課長 令和３年度に賃金引上げ

のための交付金が国からまいりまして、令和４

年１月に補正予算を組ませていただきました。

このときは令和２年２月から９月までの補助金

について予算化させていただいております。

○山下委員 少しいびつだと思うんです。一時

期ですよね。継続の事業はないんですか。

○島田長寿介護課長 おっしゃるとおりでござ

いまして、一時的に上げただけでは処遇改善の

意味がありません。前回は９月まで補助金で対

応し、その後は本来の介護保険サービスの報酬

である介護報酬で加算制度が設けられておりま

す。ベースアップと支援加算という形のものが、

その補助金相当額分だけ制度として設けられて

おります。

今回につきましても、国のほうで介護報酬を

含めた報酬改定の議論が進められておりますの

で、報酬改定で考えられることになるのかなと

考えております。

○山下委員 では、ある程度恒久的に上がって

いるという認識でよろしいわけですね。分かり

ました。

○重松委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、議案についての質疑

は終了いたします。

次に、報告事項に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○長倉福祉保健課長 常任委員会資料56ページ

を御覧ください。

損害賠償額を定めたことについて、説明させ

ていただきます。
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まず、物損事故であります。

事故の概要ですが、令和５年６月10日に、都

城保健所職員が県の公用車で都城市宮丸町のア

パートを訪問し、車をそのアパートに寄せた際、

アパートのブロック塀に接触し、ブロック塀が

破損したものであります。

事故の原因は、県職員の安全確認不足による

ものであり、過失割合は、県が100％であります。

損害額につきましては、ブロック塀の修繕

に8,800円を要したところであり、全額、任意保

険から支払われております。

交通法令の遵守、交通安全の確保につきまし

ては、日頃から様々な機会を通じて周知徹底を

図っているところでありますが、今後一層、指

導を徹底してまいりたいと考えております。

２つ目の車両損傷事故であります。

事故の概要ですが、令和５年７月14日に、県

立みやざき学園の職員が学園内の草刈り作業を

していたところ、草刈り機で弾いた小石が学園

に隣接する特別養護老人ホームほほえみの園駐

車場に駐車していた個人の車両に当たり、ドア

ガラスを破損させたものであります。

事故の原因は、職員が小石等の飛散防止の安

全対策を怠ったことによるもので、過失割合は

県が100％であります。

損害額は、車両の修理費など５万534円を要し

たところであり、全額、県費で対応いたします。

今回の事故を受け、県立みやざき学園には、

飛散防止等の安全対策を徹底するよう指示した

ところであり、再発防止に努めていきたいと考

えております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、報告事項につきまし

ては終了いたします。

委員の皆様にお諮りいたします。

この後、その他報告事項で長時間かかりそう

なので、休憩を入れさせていただきたいのです

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 暫時休憩いたします。

午後２時11分休憩

午後２時19分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○長倉福祉保健課長 常任委員会資料58ページ

を御覧ください。

令和５年度福祉保健部における計画の改定等

の素案についてであります。

６月の常任委員会で御説明しましたとおり、

福祉保健部では今年度、次ページにかけて記載

している15の計画の改定または策定を予定して

おります。

各計画に関連する協議会等から御意見等をい

ただき、現時点での計画の素案を作成いたしま

した冊子についてもお手元のドッチファイルに

入れております。この後、各課長から各計画の

内容を説明させていただきます。

なお、今後の予定としましては、パブリック

コメントを順次行った後、２月定例会において

計画案を説明させていただくこととしておりま

す。

それでは、福祉保健課分について御説明いた

します。

資料60ページを御覧ください。
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自殺対策行動計画の素案についてであります。

まず１、計画策定に係るこれまでの対応につ

いてですが、これまで知事を本部長とする自殺

対策推進本部や、外部有識者等を交えた自殺対

策推進協議会等において議論してまいりました。

次に、２の改定計画の特徴ですが、直近の本

県の自殺者数や自殺死亡率の状況、精神保健福

祉センターで実施した心の健康に関する県民意

識調査を踏まえ、次期計画において重点的に取

り組む３つの項目を設定いたしました。

資料61ページを御覧ください。

計画の主な内容であります。

第２章、本県における自殺の現状等に記載し

ておりますとおり、本県では高齢者層、特に男

性の自殺者が多い状況にあります。また、心の

健康に関する県民意識調査では、悩みやつらい

気持ちに耳を傾けてくれる人がいないと答えた

方が男性で約２割、女性で約１割いらっしゃい

ました。また、眠れない、食欲がない等の状況

が続く場合の医療機関への受診について、年齢

が上がるほど精神科等の専門医療機関を受診す

ると答える割合が減るといった状況が確認でき

ました。

これらを踏まえまして、計画の重点項目とし

て３つ挙げております。

まず１つ目は、「ひなたのキズナ“声かけ”運

動」をさらに展開していくこととし、悩みを抱

えた人に気づき、声をかけ、話を聞いて必要な

支援機関につなげるゲートキーパーの役割の重

要性や、傾聴の心構え等の周知を図っていきた

いと考えております。

２つ目、高齢者に向けた取組の強化として、

電話等の相談環境の充実や、高齢者に向けたメ

ンタルヘルスに関する啓発等を強化してまいり

ます。

３つ目として、うつ病等の早期発見・早期治

療の促進としまして、うつ病等の精神疾患に関

する正しい理解の促進、かかりつけ医と精神科

医の連携強化を図ってまいります。

最後に、数値目標ですが、単年の自殺死亡率

を令和10年に16.5以下、直近５年間の自殺死亡

率の平均を、令和６年から令和10年の平均とし

て17.8以下に設定したいと考えております。

資料62ページを御覧ください。

再犯防止推進計画の素案についてです。

まず１、これまでの対応ですが、宮崎刑務所

等関係機関への訪問、意見交換や庁内関係各課

との会議、外部の有識者を委員とする再犯防止

連絡協議会で議論を行ってきたところです。

２、計画の特徴ですが、犯罪をした者などが

社会の構成員として円滑に社会復帰できるよう

にし、県民の犯罪被害の防止と、県民が安全で

安心して暮らすことができる社会の実現を図る

ものであり、今年３月に閣議決定された国の第

二次再犯防止推進計画を踏まえ改定するもので

あります。

資料63ページを御覧ください。

計画の主な内容ですが、本計画は、国の推進

計画と同じ５か年の計画期間としつつ、国の地

方分権改革推進本部において地方公共団体にお

ける既存計画等の統廃合や、関連計画の一体的

な策定を進める考え方が示されたことから、他

県の動向等も踏まえ、次の計画期間内に別の計

画への統合も検討してまいりたいと考えており

ます。

第２章、本県の再犯防止を取り巻く環境とし

まして、検挙者数の人数、矯正施設入所者数と

も近年減少しておりますが、初犯の者も減少し

ているため、再犯率は依然５割程度が続いてお

ります。
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第３章、施策の推進でありますが、項目１に

ありますとおり、国・市町村・関係団体との連

携を強化しながら、項目２以降の就労・住居の

確保や、保健医療・福祉サービスの利用促進、

非行の防止等の施策を推進したいと考えており

ます。

最後に数値目標ですが、犯行時の居住地が宮

崎県である新受刑者のうち、再入所者数を令和

６～10年の５か年平均で36人以下としたいと考

えております。

資料64ページを御覧ください。

子どもの貧困対策推進計画の素案についてで

す。

１、これまでの対応についてですが、知事を

本部長とする子どもの貧困対策推進本部や、外

部有識者等を交えた子どもの貧困対策協議会に

おいて議論を行ってまいりました。

２、計画の特徴ですが、この計画は、子ども

の貧困対策の推進に関する法律に基づき、国の

こども大綱を勘案して県が策定するものです。

６月議会の時点では、現行の第２期計画期間の

本年度末の満了に伴い、令和６年度から４年間

の第３期計画を策定予定でした。国のこども大

綱の閣議決定の時期が当初今年の秋頃になって

おりましたが、12月に変更となったため、現行

計画の期間を令和２年度から令和５年度までの

４年間から１年間延長し、令和６年度までの５

年間にしたいと考えております。

ただし、子供の貧困の現状等について時点修

正を行うとともに、昨年度本県の中学２年生と

その保護者を対象に実施した子どもの貧困実態

調査を踏まえ、整理した課題について、対策の

４つの柱に基づき施策を推進してまいります。

なお、来年度は、こども政策課所管の「みや

ざき子ども・子育て応援プラン」と合わせて、

県のこども計画として一体的に制定する予定で

す。

資料65ページを御覧ください。

改定計画の主な内容については、おおむね改

定計画の特徴で御説明したとおりですが、この

うち第２章に記載しております課題４を変更し

ております。これは、子ども食堂や学習支援な

どの子供の居場所の確保のため、子供の貧困対

策に取り組む活動の一層の拡大と、人材の育成

確保が必要と考えられることから変更したもの

です。

最後に、主な数値目標です。目標は現行計画

のまま据え置きまして、引き続き目標達成に向

けて取り組んでまいります。

○徳地医療政策課長 常任委員会資料66ページ

を御覧ください。

宮崎県医療計画の素案について御説明いたし

ます。

まず、１の計画改定に係るこれまでの対応で

すが、４月の第１回医療審議会の開催を皮切り

に、各団体及び各市町村への意見照会のほか、

医療計画部会での審議を経て、計画の素案を取

りまとめたところであります。

次に、改定計画の特徴ですが、医療法の改正

によりまして「新興感染症発生・まん延時にお

ける医療」という部分を新たに追加するととも

に、脳卒中の医療圏を現行の７医療圏から４医

療圏に変更します。また、宮崎県薬剤師確保計

画を医療計画の一部として新たに策定いたしま

す。

資料67ページを御覧ください。

改定計画の主な内容（案）でございますが、

医療計画は全体で第１章から第８章までの構成

となっており、第１章の総論では基本理念を掲

げ、７つの基本方針を定めております。
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第２章の地域の概況では、人口動態や患者推

計、入院受療率等を示しております。この計画

の中心となる第４章、医療提供体制の構築にお

いて、今回新たに追加した新興感染症発生・蔓

延時における医療など、表に掲げております５

疾病６事業及び在宅医療・介護について、現状

や課題、施策の方向性等を記載しております。

このほか、第５章では地域医療構想、第６章

では外来医療計画、第７章、医療提供基盤の充

実では、医師確保計画や薬剤師確保計画などを

記載しており、国の医療計画に基づき、関係者

の意見を踏まえながら素案を作成したところで

あります。

最後に、４の数値目標です。先ほどの５疾病

６事業及び在宅医療・介護など、各分野ごとに

数値目標は設定しておりますが、例えば脳卒中、

心血管疾患、糖尿病では、発症予防の推進とし

て特定健康診査実施率や特定保健指導実施率を

それぞれ向上させる数値目標を、また新興感染

症発生・まん延時における医療では、医療措置

協定締結医療機関の確保病床数の目標値を設定

しております。

○本田国民健康保険課長 常任委員会資料68ペ

ージを御覧ください。

宮崎県医療費適正化計画の素案について御説

明いたします。

１、計画改定に係るこれまでの対応です。

４月に医療費適正化計画策定検討委員会にお

きまして、計画改定の概要を報告いたしました。

９月には、策定した計画素案について、学識経

験者と医療機関関係者等で構成される委員に意

見聴取を行い、10月の２回目の委員会において

協議や意見交換等を行ったところであります。

次に、２、改定計画の特徴についてでありま

す。

この計画は、高齢者の医療の確保に関する法

律及び国が示している医療費適正化に関する施

策についての基本的な方針の趣旨を踏まえまし

て、医療に要する費用が過度に増大しないよう、

医療費の適正化に向けた取組を推進するもので

あります。人口構成の変化や医療費の現状等を

踏まえつつ、県民の健康の保持の推進や医療の

効率的な提供の推進に向け、計画の目標や取組

を設定することとしております。

資料69ページを御覧ください。

３の改定計画の主な内容についてあります。

第１章、計画の位置づけ、第２章、医療に要

する費用等の状況を踏まえ、第３章、計画の目

標と取組におきまして、項目１、県民の健康保

持の推進に関して、目標の中核である特定健康

診査及び特定保健指導の実施率について、県全

体の目標に加え、各医療保険者ごとの目標を引

き続き設定しているところでございます。

また項目２、医療の効率的な提供の推進に関

しては、医薬品の適正使用の推進や、後発医薬

品等の使用推進を掲げております。

第４章及び第５章では、今後６年間の医療に

要する費用の見込み等を記載しております。

最後に、４の主な数値目標であります。

国の方針を踏まえ、特定健康診査の実施率を

令和11年度までに70％以上、特定保健指導の実

施率を45％以上としております。

○島田長寿介護課長 常任委員会資料70ページ

を御覧ください。

宮崎県高齢者保健福祉計画の素案についてで

あります。

まず１、計画改定に係るこれまで対応ですが、

今年２月に高齢者サービス総合調整会議を開催

し、計画改定の概要報告を行った後、素案の検

討等を進めまして、10月から11月にかけて市町
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村への個別ヒアリングや、第２回の総合調整会

議における素案の審議等を行いました。

２の改定計画の特徴でありますが、今後の後

期高齢者の増加や生産年齢人口の急減を踏まえ、

今回の計画では新たに２つの視点を加えて、中

長期的に地域の実情に応じた取組を進めること

としております。

新たな視点として、１つ目は医療介護連携の

強化としまして、医療と介護双方のニーズを有

する高齢者の増加が見込まれますため、在宅医

療の体制整備等を推進しますとともに、２つ目

として、限られた人材で質の高い介護を提供す

るため、介護現場の生産性向上の推進に取り組

んでまいります。

資料71ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容でありますが、各論

の第２章、地域包括ケアシステムの体制整備に

おいて、医療と介護の連携として、在宅医療の

積極的役割を担う医療機関や拠点の設定等を行

うとともに、地域におけるリハビテーション提

供体制の構築などに取り組むこととしておりま

す。

また、第５章、介護人材の確保・定着、介護

現場の生産性向上の推進におきましては、介護

現場の生産性向上について、包括的に相談に応

じる体制の構築などに取り組むこととしており

ます。

最後に、４の主な数値目標でございますが、

地域ケア会議の機能強化や介護人材確保に関す

る数値目標を設定し、高齢者が安心して暮らし

続けられる社会づくりに取り組んでまいります。

○佐藤障がい福祉課長 常任委員会資料72ペー

ジを御覧ください。

宮崎県障がい者計画の素案についてでありま

す。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

障がい者団体への意見聴取や当事者へのアンケ

ート調査、庁内関係各課との検討を経て、今年10

月に宮崎県障がい者施策推進協議会において、

計画の素案に対する意見聴取を行いました。

続きまして、２、計画改定の特徴ですが、こ

の計画は障がいのある人のための施策に関する

基本計画といたしまして、障害者基本法に基づ

き定めるものでありますが、今回の改定では、

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケー

ション施策推進法の制定や、国の、難聴児の早

期発見・早期療養推進のための基本方針を踏ま

え、障がい者の情報の取得利用・意思疎通に係

る施策や、難聴児の早期発見・早期療養に係る

施策の推進に関する記載を追加しております。

資料73ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容ですが、資料に記載

の第２章、各論の中の第１節、啓発・広報から

第９節、行政サービス等における配慮までの９

つの分野ごとに、現状と課題及び施策の方向性

を取りまとめるとともに、成果目標を定めてお

ります。

その主なものといたしまして、４、数値目標

にありますとおり、当事者へのアンケート調査

項目であります「県民の障がい者への理解と認

識が以前より深まった」が、まだ不十分、深まっ

ていないと回答した割合などを掲げております。

資料74ページを御覧ください。

宮崎県障がい児福祉計画の素案についてであ

ります。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

７月から９月にかけて障がい福祉サービス事業

者へのアンケート調査、市町村への説明会等を

経て、10月に宮崎県障がい者施策推進協議会に

おいて計画の素案に対する意見聴取を行いまし
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た。

次に２、改定計画の特徴ですが、この計画は

国の指針に基づき、本県における障がい福祉サ

ービス等の提供体制の整備に係る数値目標や、

その確保のための方策を定めるものでありまし

て、今回の改定におきましても、引き続き入所

施設等から地域への移行を推進するとともに、

医療的ケア児支援のためのコーディネーター配

置に係る数値目標の見直しや、地域における相

談支援体制の機能強化に関する数値目標を追加

しております。

資料75ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容としましては、２、

令和８年度の数値目標の設定に記載の福祉施設

の入所者の地域生活への移行から、障がい福祉

サービス等の質の向上までの７つの項目ごとに

数値目標を定め、必要なサービス見込量の確保

のための方策や、サービス従事者の資質等の向

上、障がい者の安全・安心の確保等の取組など

を記載しております。

最後に、４、数値目標ですが、主なものとい

たしまして、施設入所からグループホーム等へ

の移行者数などを掲げております。

資料76ページを御覧ください。

宮崎県発達障がい者支援計画の素案について

であります。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

庁内関係各課との検討を経て、10月の宮崎県発

達障がい者支援地域協議会におきまして、現行

計画の評価及び計画素案の意見聴取を行いまし

た。

その後、発達障がい当事者と保護者へのアン

ケート調査や、宮崎県障がい者施策推進協議会

において計画素案の報告を行っております。

次に、２、改定計画の特徴ですが、この計画

は発達障がい者の支援体制の整備を図るため、

発達障害者支援法における基本理念を踏まえて

定めるものでございますが、今回の改定で、地

域における障がい児支援の中核的役割を担う児

童発達支援センターの機能強化や、各ライフス

テージの移行期において支援が途切れないため

の施策の推進に関する記載を追加しております。

資料77ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容としましては、全て

のライフステージと乳幼児期、学齢期、成人期

の各ライフステージごとに、現状と課題、今後

の対応を取りまとめるとともに、数値目標を定

めております。

その主なものとして、４、主な数値目標にあ

りますとおり、「育てにくさ」を感じる保護者の

うち、相談先を知っているなど何らかの解決策

を認識している保護者の割合などを掲げており

ます。

○児玉健康増進課長 健康増進課所管の計画改

定について説明させていただきます。

常任委員会資料78ページを御覧ください。

健康みやざき行動計画21の素案についてです。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

５月以降、県民健康・栄養調査解析・評価検討

会や同部会において、昨年度実施した県民健康

・栄養調査の解析等に基づく現計画の評価を行

うとともに、健康づくり推進協議会において素

案の検討等を行ったところです。

次に２、改定計画の特徴ですが、健康増進法

や国民の健康の増進の総合的な推進を図るため

の基本方針の趣旨を踏まえ、個人の行動と健康

状態の改善、社会環境の質の向上、ライフコー

スアプローチを踏まえた健康づくりを基本的な

方向性とし、目標等を設定しております。

資料79ページを御覧ください。
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３、改定計画の主な内容ですが、第２章、目

標の設定と施策の方向において、先ほど御説明

した３つの基本的な方向性について、現状、課

題、施策の方向等を記載しております。

健康寿命の延伸には、個人の生活習慣の改善

に加えて、個人を取り巻く社会環境の整備が必

要になりますことから、社会環境の質の向上に

おいて、産学官連携による食環境づくりや健康

経営の推進等について取り組むこととしており

ます。

最後に、４、主な数値目標ですが、平均寿命

の増加分を上回る健康寿命の増加、野菜摂取量

や１日の歩数の増加、健康経営優良法人認定数

の増加等の目標を設定しております。

資料80ページを御覧ください。

宮崎県歯科保健推進計画の素案についてです。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

６月及び８月に宮崎県歯科保健推進協議会実務

者会議を開催し、改定計画に係る構成や指標項

目等について検討を行い、10月には宮崎県歯科

保健推進協議会を開催し、素案の検討を行った

ところです。

次に２、改定計画の特徴ですが、歯科口腔保

健の推進に関する法律及び今年10月に改定され

た国の歯・口腔の健康づくりプランである歯科

口腔保健の推進に関する基本的事項と、前計画

の達成度評価を踏まえ、歯・口腔に関する健康

格差の縮小や、健康で質の高い生活を確保する

ための口腔機能の獲得・維持・向上を図る取組

を強化することとし、指標項目を設定したとこ

ろです。

資料81ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容としましては、第３

章、分野別施策において、ライフステージに応

じた歯科保健対策の推進や、支援が必要な方へ

の歯科保健医療の推進を継続して行うとともに、

第４章、歯科保健医療提供体制の充実において、

医科歯科連携を推進するために必要な体制の整

備などに取り組むこととしております。

最後に、４、主な数値目標でありますが、定

期的に歯科検診に行っている者の割合や、在宅

歯科診療を行っている歯科医療機関の割合など

の目標を設定しているところです。

資料82ページを御覧ください。

宮崎県がん対策推進計画の素案についてです。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

６月及び10月に宮崎県がん対策審議会を開催し

ております。６月に改定計画に係る骨子案等の

概要についての報告を行い、10月の会議におい

て計画素案について意見を聴取したところです。

次に２、改定計画の特徴ですが、国のがん対

策基本法や、がん対策推進基本計画の趣旨を踏

まえ、「誰一人取り残さないがん対策を推進し、

全ての県民とがんの克服を目指す」を全体目標

に、本県のがんによる死亡や罹患の状況を踏ま

え、がん予防、がん医療、がんとの共生の分野

別目標を設定しております。

資料83ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容ですが、第２章にお

ける本県のがんによる死亡の状況やがん罹患の

状況、第３章の全体目標と分野別目標を踏まえ、

第４章において記載のとおりの分野別施策を設

定しております。

このうち、１、科学的根拠に基づくがん予防

・がん検診の充実においては、がん検診受診率

の目標を引き上げ、取組を推進すること等があ

りますが、これらを支える基盤の整備として、

外部講師を活用したがん教育の充実に取り組む

ことなどを記載しております。

最後に、４、主な数値目標でありますが、が
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んの年齢調整罹患率や、75歳未満年齢調整死亡

率、がん検診受診者の割合、外部講師を活用し

てがん教育を実施した学校の割合などの目標を

設定しております。

資料84ページを御覧ください。

宮崎県循環器病対策推進計画の素案について

です。

１、計画改定に係るこれまでの対応ですが、

６月及び10月に宮崎県循環器病対策推進協議会

を開催しております。６月に改定計画に係る骨

子案など、概要についての報告を行い、10月の

会議において計画素案について意見を聴取した

ところです。

次に、２、改定計画の特徴ですが、国の健康

寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病、そ

の他の循環器病に係る対策に係る基本法や、国

の基本計画の趣旨を踏まえ、健康寿命の延伸及

び循環器病の年齢調整死亡率の減少を目指し、

循環器病の予防や正しい知識の普及啓発等に取

り組むこととしております。

資料85ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容ですが、第２章に記

載する循環器病が全死亡原因の24.1％を占め、

全国よりも死亡原因に占める割合が高いといっ

た本県における循環器病の状況や、第３章の基

本方針と全体目標を踏まえ、第４章の個別施策

において、①、循環器病の予防や正しい知識の

普及啓発として、県民公開講座の開催や企業と

の連携による普及啓発の強化、②、保健、医療

及び福祉に係るサービスの提供体制の充実とし

て、脳卒中の医療圏の見直しや、有事を見据え

た対策の追加等の取組を推進することとしてお

ります。

最後に、４、主な数値目標でありますが、脳

血管疾患の年齢調整死亡率、心疾患の年齢調整

死亡率などの目標を設定しております。

○坂本感染症対策課長 感染症対策課所管の計

画について御説明します。

常任委員会資料86ページを御覧ください。

宮崎県感染症予防計画の素案についてであり

ます。

１、計画改定に係るこれまでの対応でありま

すが、５月以降、審議会や協議会等を適宜開催

し、関係機関の意見を伺いながら作業を進めて

おります。

次に、２、改定計画の特徴でありますが、新

たな感染症危機に備え、医療提供体制等の記載

事項の充実、目標設定を行い、新型コロナ時の

最大体制を目指してまいります。

資料87ページを御覧ください。

３、改定計画の主な内容であります。

まず、第１、感染症対策の基本的な考え方に

おいて、協議会を通じた関係機関間の連携強化

を図ってまいります。

次に、第２、感染症の発生の予防のための施

策において、外部委託等による保健所機能の維

持を図ってまいります。

次に、第４、地域における感染症に係る医療

を提供する体制の確保において、入院、外来等

を担当する医療機関等との協定締結、円滑な入

院調整体制の構築、外部委託等による自宅療養

者等への健康観察・生活支援等により、医療提

供体制の確保を図ってまいります。

次に４、主な数値目標として、入院と外来に

係る目標を挙げておりますが、流行初期は新型

コロナ発生から約１年後の第３波の患者数に対

応できる体制、流行初期以降は新型コロナの最

大体制が目安となっております。

まず、確保病床の目標につきましては、流行

初期が146床、流行初期以降は449床に設定して
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おります。

次に、外来の目標につきましては流行初期が34

機関、流行初期以降は447機関に設定しておりま

す。

○小川こども家庭課長 常任委員会資料88ペー

ジを御覧ください。

宮崎県困難な問題を抱える女性への支援基本

計画の素案について御報告いたします。

１、計画策定に係るこれまでの対応でござい

ます。

今年７月から、担当者会議やＤＶ被害者保護

支援ネットワーク会議において、計画に係る意

見聴取等を行っております。

次に２、策定計画の特徴でございますが、昨

年度制定された困難女性支援法に基づき、「一人

ひとりの人権が尊重され、安心かつ自立して生

活ができる社会」を目指し、女性相談支援セン

ター等を中心とした関係機関による支援体制の

充実や、民間団体との連携強化等を図るもので

す。

資料89ページを御覧ください。

３、策定計画の主な内容でございますが、５

つの章で構成し、第４章に４つの基本目標を掲

げております。

基本目標１として、困難な問題を抱える女性

等が自立して生活できる社会づくり、基本目標

２として、安心して相談できる体制づくり、基

本目標３として、迅速、安全かつニーズに応じ

た保護、基本目標４として、自立の支援を掲げ

ております。

最後に４、主な数値目標でございますが、宮

崎県県民意識調査の項目であります、ＤＶ被害

者等がどこにも相談しなかった割合を25％以下

に減らす、市町村における配偶者暴力相談支援

センターの設置数を３か所とする、女性相談支

援センターの一時保護委託契約施設数を10か所

とする等の目標を設定しております。

○本田国民健康保険課長 常任委員会資料90ペ

ージを御覧ください。

国民健康保険普通調整交付金の過大交付に伴

う返還について御説明いたします。

１の概要でありますが、本普通調整交付金は、

都道府県間の財政力の不均衡を調整するために

交付されるものでありますが、令和４年度の会

計検査院実地検査におきまして、令和２年度及

び令和３年度の当該交付金が過大になっている

という指摘があったものであります。

次に、２の過大交付の原因でありますが、こ

の交付金は市町村が作成した医療費等に係る基

礎資料を県が審査・集計した上で、県が国に申

請するものであります。

本件につきましては、えびの市ほか５市町の

基礎資料に数値の誤りがあったところでありま

すが、県が審査で把握できず、過大な額で交付

申請を行ってしまったものであります。

右側の図１を御覧ください。

本来の正しい算定の場合、保険税で賄うべき

医療費の額である調整対象需用額と、医療費に

充てるために確保すべき保険税額である調整対

象収入額との差額が普通調整交付金の交付額と

なります。今回の誤った算定では、調整対象需

用額として集計した医療費に二重計上等の誤り

があったことから、結果的に過大な交付金が交

付され、正しい交付金額との差額が返還対象と

なるものであります。

資料91ページ、３の過大交付額についてであ

ります。

修正前（Ａ）と修正後（Ｂ）との差額、令和

２年度、令和３年度の２か年分で７億6,049

万5,000円が過大交付額として指摘されておりま
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す。

最後に、４の返還等についてでありますが、

厚生労働省と協議の上、２月議会にて補正予算

を提出させていただき、年度内に過大交付分を

返還したいということで考えております。

また、図２にございますとおり、過大交付を

受けた額は県の国民健康保険特別会計決算剰余

金の一部となっておりますので、この返還に伴

う市町村から県への納付金の追加や、県民の皆

様からの保険税の追加徴収は発生いたしません。

今回の指摘を踏まえ、再発防止策として、交

付金の申請システムに入力誤りの対策機能を搭

載する予定としているほか、申請前には市町村

担当者へ向けた説明会を開催し、今回の事案も

踏まえた注意事項を徹底するとともに、県にお

いて十分な精査をしてまいりたいと考えており

ます。

○小川こども家庭課長 常任委員会資料92ペー

ジを御覧ください。

令和４年度ひとり親世帯生活実態調査結果に

ついてでございます。

この調査は５年ごとに行っており、昨年度に

調査を実施いたしました。本日はその概要につ

いて御報告させていただきます。

１、調査概要であります。

（１）の目的につきましては、県内における

母子世帯及び父子世帯の生活の状況等を調査し、

より実態に即した福祉施策を推進するための基

礎資料を得ることを目的として実施したもので

ございます。

（２）の調査方法につきましては、無作為に

抽出したひとり親世帯に対して調査票を郵送し、

郵送またはオンラインによる回答により調査を

実施いたしました。

（３）の調査基準日につきましては、令和４

年10月１日であります。

（４）の調査期間につきましては、令和４年12

月８日から12月26日の期間で実施いたしました。

（５）の回答数につきましては、母子世帯3,268

世帯、父子世帯1,232世帯に対して調査票を配付

し、有効調査数は母子世帯1,128世帯、父子世

帯409世帯であり、有効回答率は合計で34.2％で

ありました。

資料93ページを御覧ください。

２、調査結果であります。

（１）、ひとり親世帯数の推計値の動向であり

ますが、令和４年は母子世帯が１万4,098世帯、

父子世帯が1,214世帯となっており、前回調査の

結果と比較しますと、いずれの世帯も減少して

おります。

資料94ページを御覧ください。

（２）、ひとり親世帯となった理由でございま

すが、母子世帯では離婚の割合が81.0％で最も

高く、次いで未婚の割合が10.4％、死別の割合

が5.7％となっております。父子世帯では離婚の

割合が79.2％で最も高く、次いで死別の割合

が14.0％、配偶者障がいの割合が3.4％となって

おります。

資料95ページを御覧ください。

（３）、ひとり親世帯の就業形態についてであ

りますが、母子世帯では正社員の割合が46.9％、

次いでパート・アルバイトの割合が33.7％と

なっております。父子世帯では正社員の割合

が58.4％、次いで自営業の割合が23.5％となっ

ております。

資料96ページを御覧ください。

（４）、ひとり親世帯全体の平均月収について

でありますが、母子世帯では20万円未満の世帯

が全体の71.9％を占めております。父子世帯で

は20万円未満の世帯は全体の45.2％の割合と
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なっております。

調査結果の概要については以上でございます

が、この実態調査の結果につきましては、県の

関係部署や市町村、労働局等の国の機関などと

も共有することといたしておりまして、今後の

ひとり親支援施策の充実に生かしてまいりたい

と考えております。

○重松委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はございません

か。

○山下委員 資料62ページの第二次宮崎県再犯

防止推進計画の素案についてです。

最近事件、事故の低年齢化が非常に社会問題

になってきていると思うんです。社会復帰する

ための制度の中で、保護司があります。保護司

の確保状況については、なり手がないなどいろ

いろと聞くことがあるんですけれども、そこの

連携について教えてください。

○長倉福祉保健課長 再犯防止における保護司

の役割は非常に大きいものがございます。県内

での充足率が92.9％というところでございます。

定数が605名で、実際の数が562名ということで、

非常に厳しい状況です。

ちなみに、私どもが所管している民生委員も

充足率93.6％ということで、こういった重要な

役割を担う地域の方たちについては、非常に厳

しいというところでございます。

○山下委員 再犯をなくしていくためには、地

域の受入れです。地域の理解がなくては進まな

いと思いますが、個人情報の取扱いが厳格になっ

てきているため、知りたいことも知り得ない状

況があります。そのあたりが大きな問題になっ

ていると思います。

民生委員も非常にそこが難しいということが

あります。制度上の問題なのか、個人情報の伝

え方、課題が民生委員もあまりにも分からない

から、足踏み状態かなと思います。そこの整理

をしていかないと、目標数値の達成はなかなか

難しいと思いますが、その捉え方についてお聞

かせください。

○長倉福祉保健課長 委員が言われたとおり、

個人情報の問題で支援をしようにもなかなかで

きないということは、私どももよく聞いており

ます。どこまで踏み込んでいけばいいかという

のは、やはり課題であろうと思います。

県が再犯防止計画をつくっておりますが、市

町村においては、26市町村のうち15しかつくっ

ていない状況もございます。地域住民のことで

ありますので、市町村にも再犯防止の意義を十

分に理解していただきながら、保護司、民生委

員等へ情報がなるべく提供ができるような在り

方というのも、非常に重要になってこようかと

思います。やはり市町村、地域の人たちの理解

が大切であろうと考えております。

○坂口委員 市町村における計画策定も終わっ

ていないといけない時期ですよね。ちょっと急

がせる必要があるかなというのと、都道府県ご

との再犯率は出てこないのでしょうか。

○長倉福祉保健課長 令和４年の全国での再犯

率が47.9％でした。本県が47.8％で、ほぼ同じ

ぐらいです。ここ数年は全国平均よりいい数字

だったんですけれども、全国とほぼ同じになっ

てしまったという状況でございます。

○坂口委員 個人情報の提供と同様に難しいも

のですけれども、再犯をなくしていくためには、

本人の意思がいくらあっても、まずは住む場所

と就労の確保が必要だと思います。場合によっ

ては、そういったことを保証していく人の存在

があると思うので、計画はあっても実際に達成

していくのはかなり難しいことだと思っていま
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す。

相手方の状況や考え方を聞きながら、出せる

情報は出していって理解をもらった上で、そこ

に定住してもらう工夫をしていかないといけま

せん。相当な労力と時間を要しますけれども、

ぜひ頑張っていただきたいと思います。自ら再

犯を望む人はあまりいないと思うんです。しか

し、自分が住める場所がないとか、生活するた

めの手段が得られないということで、犯罪に走

らざるを得ないというのがあるかなと思ってい

ます。もったいない話だと思うんですね。社会

に貢献できるようにしてあげられるかが現実的

に難しいものがありそうな気がします。計画し

てもなかなかその成果が伴わないというのと、

市町村にはそこを急がせるべきじゃないかと思

うんです。それはぜひお願いしておきます。

○長倉福祉保健課長 私も宮崎刑務所の統括官

といろいろ話をさせていただいたんですけれど

も、仕事をしている人としていない人の再犯率

の差は大きいということは聞いております。

協議会の中でも食べることと住むことの重要

性は話題になりました。そこは、協力事業主の

雇用主の制度もあって、保護観察所等ともいろ

いろと連携しながら、市町村との連携も強化し

ていきながら対応してまいりたいと思います。

○坂口委員 これは時間をかけながら取り組む

しかないですよね。一人を完全に更生させると

いうのは、ものすごく大きいことだと思うので

ぜひ頑張っていただきたいと思います。

国民健康保険の交付税の在り方について、先

ほど言われたのが普通調整交付金ですよね。過

大ではくて過小というのもあり得るのかなと思

いました。宮崎市辺りは、特別調整交付税か特

々調に該当するような患者のケースも長期入院

ではあり得るのではないかと思います。これに

ついておさらいさせていただいて、そして過小

というのがあるのかどうか、過小は気づきにく

いので、時効期間も含めて請求期間はあるのか

教えていただければと思います。

○本田国民健康保険課長 まずは過小に関して

ですけれども、今回の会計検査院実地検査にお

いて、逆にもらっていなかったところがござい

ました。令和２年度が高千穂町、令和３年度が

綾町と高千穂町です。ここはもらっていなかっ

たということで、その分を相殺して約７億6,000

万円の返還となっております。

また、特々調に関しましては、先日の政策審

議会でも御説明したとおり、県が保険者として

財政の運営に責任を持つようになった平成30年

度以前までに交付されていた特別調整交付金の

メニューの一つでございます。当時は国民健康

保険の保険者として非常に高い意識を有し、適

正かつ健全な事業運営を積極的に取り組んでい

るような市町村が交付対象で、平成29年度には

約７億8,000万円が交付されておりました。これ

につきましては、国民健康保険制度の改正によっ

て制度自体は廃止になりましたが、令和２年度

から今年度まで経過措置が残っておりまして、

だんだん額は減っておりますが、国が算定した

額が市町村に対しても納付金減額の財源として、

令和２年度が約１億8,000万円、本年度が約5,000

万円になっております。特々調に変わった平成27

年度の法改正によって、保険者努力支援金が交

付されたという保険者の努力にかかる部分は、

そういった制度が創設されたということでござ

います。

また、精神病関係などでは、市町村によって

は特別なニーズがございます。それにつきまし

ては画一的な財政力の算定法によっては措置で

きませんので、これについては現在も特別調整
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交付金 普通調整交付金７％でございますが、

２％分が災害や国保直診を持っている市町村な

ど、特別な事情があるところに対して措置がさ

れております。精神病につきましては、令和４

年度で24市町村、交付額は９億9,385万6,000円

となっており、結核と精神病が対象になってお

ります。

○坂口委員 そこがあれば安心ですね。努力の

範囲内にないところでの赤字とか、自分の責任

を精一杯果たす町民のところに第三者責任にお

けるものがかかるというのはやはりちょっと

制度的にそれに代わるものが出てきていると

理解していいですね。

○武田委員 高齢者保健福祉計画についてお伺

いしたいのですが、各論の中の第２章で地域包

括ケアシステムの体制整備であるとか、在宅医

療を積極的に担う医療機関拠点の割合であると

か、在宅医療を支える人材の育成確保などがあ

りますが、介護が必要な高齢者になってくると、

在宅で診るのが本当に厳しい状況です。この包

括ケアシステムも地域によっては人材がいない、

高齢者施設や介護施設に入りたくても入れない

現状である中で、私たち世代が働きながら親の

面倒を見たいけれども、仕事に行かないといけ

ない。頭では理解していたんですが、私の近く

でそういうことがあると、切実に感じるんです。

本当に皆さん大変だなと思っていますので、

高齢者保健福祉計画をしっかりつくっていただ

いて、確実に地域に落とし込める形になってほ

しいんですが、現状としてなかなか厳しいので

はないかという思いがあります。そのあたりの

計画を立てる立場と市町村の現状の乖離につい

て、県としてどのように考えていらっしゃるの

かお聞きします。

○北薗医療・介護連携推進室長 委員がおっ

しゃるとおり、在宅医療についてはなかなか厳

しい状況です。今回の高齢者保健福祉計画にお

いては、介護サービスの基盤の整備を引き続き

行うことに加えて、地域の実情に応じた介護予

防自立支援型ケアシステムの進化ということで

計画に盛り込んでいます。

地域包括ケアシステムの中でも今回の計画の

新しい取組として、医師会や市町村、関係団体

と協議した結果、厳しい状況である在宅医療の

役割が、高齢化社会になっていく中でますます

重要になってくることは間違いないということ

で、積極的に在宅医療に取り組む医療機関や在

宅医療の調整を行う拠点について、この計画に

新たに位置づけたところです。そこが今回の目

玉の一つで、もう一つが介護予防という観点か

らリハビリになります。現在も市町村が一生懸

命やっていますが、全県的になかなか取組が難

しかったということで、介護予防重症化防止の

取組を推進するために、新たに地域におけるリ

ハビリの体制を推進していくことを盛り込まさ

せていただきました。

委員がおっしゃるとおり、人材確保が難しい

ところですけれども、今後は生産性の向上など

にも注視しながら取り組んでまいりたいという

ことで、今後３年間の計画については考えてお

ります。

○武田委員 中山間地域であるとか、串間市も

含めて町村レベルのところは、民間病院もなく

なってきていますし、公立病院は大赤字を抱え

ています。地域の活力が本当に厳しい状態で、

高齢者をその地域で支えていくことが難しく

なってきていますので、市町村だけではなくて

各市町村を合わせた広域でこういった計画を

しっかりとつくっていただいて、カバーし合え

るような体制をつくっていただきたいと思って
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います。現場の方々に喜んでいただけるような

政策にならないと厳しいと思っていますので、

もう少し突っ込んだ形で計画をつくっていただ

いて、市町村と連携していただきたいと思って

います。

○日高委員 高齢者の件なんですけど、医療と

介護の連携は以前から言われていて、医療保険

と介護保険の違いが根本にあるわけです。病院

から介護施設や在宅へ移行したときに、医療と

介護の連携が必ず出てきます。そのあたりの連

携がいまだにうまく取れていないと思っていま

す。数値目標を見ると、地域ケア会議で抽出し

た地域課題を基に具体的なサービスの創出等に

取り組む市町村が現状ゼロだからです。これに

は驚きました。何件か取り組んでいる市町村が

あるのかなと思っていたんですけれども、新型

コロナの影響で進んでいないんでしょう。

数値目標が３市町村といっても、地域包括ケ

アシテムの体制を整備しながら在宅医療を充実

させるとなると、ここが連携の支柱だと思いま

すが、なんだか薄いような感じがします。

○北薗医療・介護連携推進室長 ここで記載し

ている数値目標ですけれども、地域ケア会議で

抽出した地域課題を基に具体的なサービス創出

等に取り組む市町村数ということで、今回盛り

込まさせていただきました。現在、各市町村で

は個別ケースについて自立支援型の地域ケア会

議を行おうということで、中山間地域にある市

町村は県が少ない職種を派遣して調整するなど

して、それぞれの市町村で進めております。そ

ういった個別ケースについては、研修などを重

ねることで自立支援型が横展開され、宮崎県内

の市町村でできるようになっています。

ここに書かれている数値目標は、地域ケア会

議を活用して、今度は個別ケースの支援を通じ

た地域課題を発見して地域づくりに向けた検討

まで行うようにということで、次のステップと

して国からも示されております。本県において

も、個別ケースの自立支援型については十分で

きていますので、次のステップとして、数値目

標に新たに上げさせていただきました。

○日高委員 そうであればいいんでしょうけれ

ども、これはばっと見た瞬間、地域ケア会議も

ままならない状態で個別の自立支援をやってい

るように見えます。全体的な調査などをこれか

らやっていくというのを、本当はきちんと進め

た方がいいような気がします。

それと、介護職員数の現況が２万1,730人とあ

ります。宮崎県ではこれぐらいしかいませんか。

あと、目標が令和22年度とありますが、ほかを

見ると令和11年までなどとなっている中、突出

して目標年度が長く設定されているんです。こ

れについては何か意図があるのでしょうか。

○島田長寿介護課長 まず介護職員数について

ですが、市町村がデータを提出して国が集計し

た結果２万1,730人ということで報告を受けてお

ります。介護職員以外で関連する職員もいらっ

しゃいますが、そういった方は入っておりませ

ん。

令和22年度という目標年度ですけれども、市

町村がつくる計画、それから県がつくる支援計

画は、国が示した基本方針に従ってつくってお

ります。今後さらに高齢化が進んで生産年齢人

口も減少していくことを長期的に見込んで、人

材確保や様々な取組を進めていかなければいけ

ません。令和22年度頃に国全体の高齢者人口が

ピークを迎える時期になるということで、そこ

を見据えて今後の取組を進めていくということ

で基本方針を定めております。それを踏まえて

市町村計画、県計画でも設定をしているところ
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でございます。

○日高委員 それは分かるんですけれども、県

は介護職員の人材確保に取り組むわけですよね。

令和22年度になってくると逆に減った数字が出

てくるかもしれません。令和22年度というのは、

プロセスが抜けていると思うので、別なところ

でも計画してください。

担当課は介護職員の数をしっかり増やしてい

くという、３年とか５年とかという形での目標

を定めてやる必要があると思うんです。なぜこ

の質問をするかというと、介護保険の制度です。

要介護１と２ってまだ外れないんでしょうか。

○北薗医療・介護連携推進室長 今まさにそう

いった議論もありますが、そういった方向にな

るとかいうことはまだ決まっていません。

○日高委員 長い目で見ていくと、要介護１と

２ぐらいまでは介護保険から外して、本当に介

護が必要な人たちを対象にしないと、介護保険

がもたないという話もあります。そうなってい

くと、元気な高齢者を増やさないといけません。

だから医療と介護は非常に重要で、回復を医療

でしていくのか、それとも、そのまま介護度が

高くなってきてどうしようもないのか、そのと

きに地域ケア会議がケアプランをしっかり組む

ことになりますが、至れり尽くせりではなくて、

回復に向かってプランを組むとか、そういうの

が地域ケア会議だと思います。

だからそこを念頭においてやっていかない限

り、高齢化対策については、宮崎県もかなり厳

しくなると思います。そこをしっかりとやって

ください。数値目標については分かりましたの

で、次のステップに向けて頑張ってください。

○山下委員 常任委員会資料66ページの宮崎県

医療計画の素案についてですが、病院局ともい

ろいろと質疑させていただきました。来年度か

らの労働時間の総量規制の影響を非常に受ける

ということで、県病院としても大変な状況になっ

てくるということでした。

介護の現場で介護難民が出るという2025年問

題が言われてきておりますが、この第８次宮崎

県医療計画の中で、地域医療の偏在をなくして

いこうとうたってありました。2040年になると

宮崎県の人口も87万人まで減ると書いてありま

す。高齢化率も確実に上がっていきますが、2040

年までの高齢者が一番多くなってくるときが医

療も一番大事だろうと思うんです。ただでさえ

医師不足の中で、医療も充実させていかないと

いけないという課題と向き合っていかないとい

けません。

第８次宮崎県医療計画の中で、地域医療の偏

在をなくすということと、命としっかり向き合っ

ていくために医療体制の充実が一番大事だと思

いますが、計画の中で、そのあたりの視点をしっ

かり捉えておられるかお聞かせください。

○徳地医療政策課長 委員おっしゃったような

ことは、素案の第２章の部分で人口動態の状況

や各医療圏での高齢化率の進行状況を分析して

いるところです。

2025年問題についてですが、2025年に向けて

地域医療構想を進めており、病床の機能分化・

連携ということで、例えば西臼杵地域について

は、高千穂病院を急性期、日之影病院は回復期

というような役割分担をしております。西諸地

域でも３公立病院部会を立ち上げて、公立病院

の中でどういう役割分担していくかという話は

しております。あと日南市立中部病院、串間市

民病院も３公立病院部会を立ち上げて、病床の

使い方や病院間の連携という役割分担の話はし

ております。それを基に今年度中に各病院は経

営強化プランを策定することになっており、現
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在はその最終段階の状況です。

医療従事者の問題として、医師の偏在につい

ては議会でいつも御指摘いただいております。

その解消に向けていろいろ取り組んではおりま

すが、看護師についても同じように都市部に偏

在している状況があります。今後、どうやって

中山間地の医療を守っていくかといったときに、

大きい病院から医師を派遣して、週２回でも専

門的な診療が受けられる体制を整える必要があ

ります。地元の診療所の患者数もだんだん減っ

てきているようですので、そういった地域での

役割分担も必要性が出てくると思っていますし、

６月定例会で承認いただいたオンライン診療を

どうやって軌道に乗せるか 住民にもメリッ

トがあって、医者側にもメリットがあるのかと

いう部分も並行して検討しております。

ただ、この偏在をどう解消していくかについ

ては、常に頭を悩ませております。奨学金の話

もありますけれども、奨学金を返済したらそれ

で終わりというのもあります。来年度から働き

方改革も始まるので、やはり医療機関での働き

やすさや臨床研修の問題もありますけれども、

病院の魅力を発信していくことも大事だと考え

ています。

あと、我々ももう少し、医療機関の現場と話

ができるような体制も構築し、徐々に看護師や

医師の部分もつくり上げて、タイムリーにその

あたりの施策を打っていかないといけないと考

えております。

今後どうなっていくのかという部分について、

各地域で行っている地域医療構想調整会議でい

ろいろ議論はしていただいていますけれども、

根幹にあるのが医師や看護師という医療従事者

の確保がないと進んでいかないので、そこにつ

いての対策も、大学といろいろと検討して進め

ているところであります。

○山下委員 宮崎県の大きな課題として、一番

先に問題になってきたのは物流問題だったんで

す。農産物を中心に遠方にトラック輸送しない

といけないためです。これをどうするかという

大きな議論もされてきたところなんです。

医療現場もこういうことが出てくると病院局

で出たんですけれども、例えば一日の残業時間

はしっかりと決まってきますから、緊急で手術

しないといけないとなったときに、担当医が手

術することができないなどの問題が出てくると

思うんです。地域でも医者の高齢化によって後

継者不在のため廃業するところも出てきました。

そして都城市においても、市郡医師会病院の負

担がどんどん大きくなってきています。医者を

余分に抱えずに労働時間の中でやろうとすると、

おのずと患者があふれてくると思います。大学

病院や県病院に送り込もうとしても、受入れを

休止しないといけないような状況になることを

少し心配しております。

基本的に県民は平等でないといけないと思っ

ていますが、思った以上に世の中の動きが早い

と思うんです。第８次宮崎県医療計画が世の中

の動きに追いついていっているのかなという不

安がありますので、日々状況が変わっていく中、

現実をしっかりと捉えていってもらわないとい

けないと思っております。2025年問題について、

そのあたりを真剣に捉えていただきたいなと

思っているところです。

○徳地医療政策課長 委員がおっしゃるとおり

だと思っていまして、来年度から医師の働き方

改革が始まりますけれども、病院がどういう対

応をしていくかというのは随時ヒアリングして

おります。例えば、働き方改革に備えるための

ＩＣＴを活用した出退勤システムなどの導入補
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助もさせていただいております。救急や専門的

な治療になると、ある程度大きい医療機関に患

者が集まってくる部分はあると思いますが、働

き方改革の法律の中でどういった対応で動いて

いくかは、その医療機関と個別に協議を進めて

いるところであります。

○山下委員 病院局でも、福祉保健部と宮崎県

医療計画の中で行動していかないといけないと

いう意見が出ましたので、病院局の役割などに

ついてしっかり議論いただいて、患者と向き合

えるような偏在のない医療体制の確立をお願い

したいと思います。

○山口副委員長 宮崎県障がい者計画について

お伺いしたいのですが、宮崎市だと計画を読む

にあたって、１ページごとに読み上げアプリが

入っていて、様々なハンディのある方でも、少

なくとも計画は読めるという仕組みをつくって

いるようです。もしかしたら音声データを配る

などの対応をされているかもしれませんけれど

も、これからパブリックコメントを行っていく

と思いますが、障がいを持っている方々が宮崎

県障がい者計画を読むことができる体制をどう

構築していくのか、考えていることを教えてい

ただけますか。

○佐藤障がい福祉課長 副委員長がおっしゃっ

たのは、音声コードなどを活用した聴覚障がい

者への情報提供といった部分でございますけれ

ども、パブリックコメントなどを行いましたが、

今のところ予定はございません。ただ、今回の

県議会でも質問がありました県の広報物につき

まして、そういった形での周知や情報提供には

必要性を感じておりますので、今後検討してい

きたいと考えております。

○山口副委員長 宮崎県障がい者計画の中に、

「いろいろな方法を用いて」というのが入って

います。これが読めないというのはどういうこ

となんだという話になるので、ぜひ御検討いた

だきたいと思います。

ひとり親世帯の生活実態調査についてお伺い

したいのですが、結果そのものは公表されてな

いのでしょうか。ホームページから平成29年度

版は拾えたんですけれども。

○小川こども家庭課長 本日初めて公表しまし

たので、冊子にしたものを随時ホームページ等

で公開したいと考えています。

○山口副委員長 ちなみに昨年調査したもので

すよね。恐らく業務委託自体は昨年度されてい

ると思うんですけれども、少しずれがあるとい

うか、時間が結構かかっているなという印象が

あります。恐らく昨年度中に成果物は出ている

と思いますが、何か理由があるのでしょうか。

○小川こども家庭課長 ５年ごとの統計という

ことで、前の統計との整合性を取るための作業

等もあり、前回も11月ぐらいに公表したところ

でした。担当が給付金などの仕事に忙殺されて

いたということもあって、整合性を取るための

作業に時間がかかったというのが正直なところ

でございます。

○山口副委員長 ホームページに業務委託の仕

様書が出てきたので拝見しましたが、調査自体

は昨年の12月ぐらいにやっていて、恐らく２月

中旬ぐらいには成果物が出ている状況でした。

整合性を取る作業は、成果物をいただいた後、

さらに分析をして公表するというステップにな

るので、その分析自体に時間を要したという理

解をしておけばいいのでしょうか。分析そのも

のも業務委託されていると思ったのですが、違

うのでしょうか。

○小川こども家庭課長 調査委託により生の数

字をいただいています。それを前回の調査等と
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比較して、報告書まで持っていくのに時間がか

かったということです。

○山口副委員長 分かりました。業務多忙だと

いうのは分かるんですけれども、データは生も

のだと思いますので、これからはタイムリーに

頑張っていただきますようお願いします。

○日高委員 常任委員会資料67ページなんです

けれども、第３章、医療圏の設定と基準病床数

とあります。「二次医療圏は現行の７医療圏を維

持」と書いてありますが、これは現段階のこと

でしょうか。先ほどの病院局審議の際、病院局

長が「医療圏は広めに設定し」と言いました。

地域の人口減少もありますが、インフラがすご

くよくなることで、医療圏を広げることができ

るのではないかということがあったりして、そ

のあたりの病院局の考えは、絶対こうですとい

うことはないんですが、福祉保健部は医療圏に

ついてどのような考えなのでしょうか。

○徳地医療政策課長 医療提供体制の構築につ

いては、７つの二次医療圏の中で５疾病６事業

の医療提供体制を組むのがベストだと認識して

おります。国の医療計画策定指針の中で、二次

医療圏の考え方として、主として病院及び診療

所の病床整備を図る単位と定義されています。

７医療圏の中で病床の許認可をやっていくとい

うのが、二次医療圏の単位でございます。

とは言いつつも、医療計画を策定するときに

は国でも見直しの検討というガイドラインもあ

りまして、人口規模が20万人未満で、かつ今の

医療圏での入院患者の流入が20％未満で、その

医療圏からの流出が20％以上である圏域であれ

ば、１回検討するという考え方がございます。

そういったことがあり、今回の第８次宮崎県医

療計画の策定についても、その20％の流入と流

出を加味したときに該当するのが、日向入郷と

西都児湯と西諸の医療圏でございました。実質

の流出の割合や、どこに患者が流出しているの

かというのは、入院者の調査をすることで検証

しております。ガイドラインの中でも、併せて

日常生活の中の通勤・通学の状況なども含めて

総合的に検討するようにという部分があり、今

回一番流出が多かったのが西都児湯医療圏だっ

たんですけれども、約37％が宮崎市の医療圏に

流出しているというデータもございます。その

中でも、がんや循環器の患者が50％ぐらいの流

出となっておりました。脳疾患についても救急

搬送の状況を調べますと、西都児湯医療センタ

ーの医師がいなくなった後、宮崎市への救急搬

送の件数も増えていることから、脳疾患につい

ては７医療圏から４医療圏への変更を今計画で

提案させていただいています。心筋梗塞につい

てはもともと４医療圏で体制を組んでいる状況

で、医療計画策定のときに、毎回流出入の割合

を勘案して圏域の検討をしております。

ただ、現在７医療圏で動いておりますが、今

後人口減少や病床数が減ってきたりすると、こ

の医療圏が集約されていく方向になっていくの

かなというイメージは持っていますけれども、

そこについては、データに照らしながら検討し

ていかないといけないと思っています。

今回の計画の策定については、このような検

討をさせていただきました。

○日高委員 そういうことになってしまいます。

病院局長は３病院の範囲を言ったと思うんです

けれども、ほかの民間病院も考えると、採算性

や利便性を考えれば、実際の医療圏はもっと広

くなってくるんだろうと思います。一方で、採

算がメインだと病院がなくなる地域もあるので

はないかという心配もあるわけです。そのあた

りの問題はすごく難しい点があるんですけれど
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も、高度医療をやるといったらどうしても宮崎

市近辺に来ないといけないというのは当然あり

ます。７医療圏は取りあえず維持ということで

しょうけれども、将来的に、どうしてもその圏

域は広くなってくるという感じはしています。

それと、８年ぐらい前は訪問看護ステーショ

ンが80～90件しかなかったんです。それが132件

になったというのは間違いなく増えています。

増えているのはいいことなんですけれども、気

になるのは分布図なんです。おそらく中心地に

集まっているんじゃないかという気がしている

んです。

以前、長寿介護課で中山間地域における事業

をやったと思うんです。それがどうなったのか

という点と、訪問看護ステーションの分布につ

いてお聞きします。

○島田長寿介護課長 まず、訪問看護ステーショ

ンの分布でございます。御指摘のとおり、中山

間地域等では訪問看護ステーションがない市町

村もあり、７市町村においては訪問看護ステー

ションがない状況でございます。やはり宮崎市

や都城市などの都市部に集中が見られるのは、

事実としてあろうかと考えております。

県といたしましては、訪問看護ステーション

の設置促進に向けて補助金を設けておりまして、

中山間地域で訪問看護ステーションがないとこ

ろについては、補助率を手厚く支援するという

形で設置促進を図る支援を行っているところで

ございます。介護と医療の連携の話がございま

したけれども、訪問看護は今後非常に大きな役

割になっていまいりますので、しっかり取り組

んでいく必要があると思っております。

○日高委員 その方法と都市部から訪問して手

当を出す方法がありますよね。御存じのとおり、

何軒か訪問してサービスをしないと経営が成り

立たないんです。本当は６軒行かないといけな

いけれども、中山間地で２軒しか行けなかった

らとなると採算が合いません。そこをうまいこ

とやっていくことも考えていけば、訪問看護ス

テーションを中山間地に置かなくても都市部か

ら行くこともできるので、そのあたりも具体的

に考えてもらうといいと思います。

○津田福祉保健部次長（福祉担当） まさしく

おっしゃるとおりで、在宅医療にしても訪問看

護ステーションは非常に重要だと思います。で

すから、例えば中山間地では公立病院がみなし

で訪問看護ステーションをやるとか、もしくは

大きな母体があって、支店型といいますかブラ

ンチ型にしていけないかとかいうことも検討い

たしました。県看護協会が訪問看護ステーショ

ンを持っていますので、例えば延岡から高千穂

まで行けないかなどいろいろ検討はしておりま

すが、現実的にそこにどれだけ人が集められる

かがございます。そのため、なかなか実現はし

ていないんですけれども、おっしゃるとおり非

常に重要ですので、我々も常にそういったこと

を検討して、地域でも訪問看護サービスを行え

るように、今後も努力していきたいと思います。

○坂口委員 看護団体にも様々な団体がありま

すけれども、将来については大きな課題です。

地方に根付いているのに全く違う性格の団体と

して農業協同組合があります。農業協同組合が

拠点を持ちつつ全県下でネットワークを持って、

それとセットで特に特定行為のできる看護師が

コントロールタワーとなるような機能を持つ。

そして１日５人訪問する、あるいは点滴を10人

やれば十分採算が合いますよという計画を組ん

だところが地域で訪問看護ステーションなどを

全てそろえるのが理想ですけれども、経済行為

なので採算が合わなければできません。在宅や
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みとり、元気だけれども一人暮らしで移動でき

ないとか、様々な需要があるので、医療の専門

機関という発想から離れて、山間地などの過疎

地にネットワークを持っている、そこをケアで

きるような団体を選択肢に入れることも考える

べきという気がします。答弁のしようがないか

もしれませんが、ぜひ参考にしながらやってい

ただきたいと思います。

○島田長寿介護課長 市町村や関係団体と意見

交換をしていく中で、いろいろな選択肢を探っ

ていく必要があると思います。限られた資源で

どうやって地域の看護医療体制を提供していく

かというところで、一つの検討材料として考え

てまいりたいと思っております。

○坂口委員 郵便局や宅配業者などもあるので、

少し発想を変えて、そこに専門的な組織が入っ

て連携するとか、内部の組織として新たな分野

を担ってもらうということも想定したほうがい

いと思います。宮崎県の場合は特に条件が厳し

いと思いますので、ぜひ検討材料の一つに加え

ていただきたいということでした。

○永山委員 それぞれ数値目標が設定されてい

ますが、その決め方にばらつきがあると感じま

す。常任委員会資料83ページの宮崎県がん対策

推進計画については、目標値が「全国平均を下

回る」というざっとしたものですし、資料85ペ

ージの宮崎県循環器病対策推進計画については、

目標値が「減少」になっています。この数値目

標の設定に関する考え方は部内で統一されない

のかお聞きします。

○長倉福祉保健課長 数値目標はいろいろな形

で設定されております。この数値目標の設定の

考え方を統一的にするということは、今のとこ

ろないと思います。審議会や協議会でそれぞれ

の計画を審議していく、また、国の策定指針や

大綱なども踏まえた上で、この目標を設定され

ているものだと思っております。

○永山委員 具体的な数値があれば、その目標

に向かって様々な施策を進めていくということ

が分かると思いますが、例えば、常任委員会資

料83ページのがんの年齢調整罹患率については、

既に全国平均を下回っている状況です。やはり

現状から見て全国平均を下回っていればいいや

という形より、具体的な数値を目がけて様々な

施策を進めていくほうが、計画が前に進んでい

くと思いますので、そのあたりも御検討いただ

ければと思います。

○児玉健康増進課長 御指摘のとおり、それぞ

れの計画で協議会を持っておりまして、そこで

検討したり国の参考値を目標にしたりしており

ますので、当課の数字が分かりづらくなってい

る点は認識しております。

宮崎県がん対策推進計画の年齢調整罹患率の

目標である「全国平均を下回る」については、

委員がおっしゃいましたとおり既に全国平均値

を下回っています。しかし、細かく見ますと、

全部位では平成29年度ぐらいから全国平均を下

回ってはいるんですが、部位別ですと子宮頸が

んなど全国を上回っているものもございます。

全てのがんにおいて全国平均を下回りたいとい

うことで目標を立てており、少し表現が足りな

かったと思っております。

○日高委員 健康みやざき行動計画21について

です。現状の１日の平均歩数が男性6,240歩、女

性5,410歩となっていますが、こんなに歩いてい

るのでしょうか。目標が男性9,000歩と女性8,500

歩ですが、この目標を達成できたらどこまで健

康になるのかお伺いします。

○児玉健康増進課長 9,000歩と8,500歩という

のは第２次計画の目標値をそのまま踏襲してお
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ります。第２次計画においても同じ目標を立て

ていたところ達成できませんでしたので、同じ

歩数を持ってきているところでございます。も

う少ししたら国の目標値が出ますので、それを

参考に少し下げることになるのではないかと思

います。今のところは、もう少し検討の時間を

いただきたいと思います。

○日高委員 あと、どこまで健康になるかをお

願いします。

○児玉健康増進課長 科学的知見や日本人につ

いてのいろいろな調査結果に基づいて設定して

おります。65歳以上は6,000歩という目標値にな

りますが、20歳から64歳の方については１日平

均でこれぐらいの歩数を歩いていただければ健

康を維持していただけるということで、目標値

としております。

○重松委員長 その他報告事項はこれで終了い

たします。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、以上をもって福祉保

健部を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後３時59分休憩

午後４時０分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが委員会日程の最終

日ということになっておりますので、明日行い

たいと思います。

開会時間は午後１時にしたいのですがよろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 以上で本日の委員会を終了いた

します。

午後４時０分散会



- 61 -

令和５年12月７日（木曜日）

午後０時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 山 口 俊 樹

委 員 坂 口 博 美

委 員 山 下 博 三

委 員 日 高 博 之

委 員 武 田 浩 一

委 員 下 沖 篤 史

委 員 永 山 敏 郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議事課主任主事 春 田 拓 志

議事課主任主事 上 園 祐 也

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否も含め御意見をお願いいたします。

暫時休憩します。

午後０時58分休憩

午後１時１分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、議案第７号、議案第13号、議案

第14号、議案第15号、議案第16号、議案第33号

及び議案第41号につきましては、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 異議なしと認めます。よって、

議案第１号、第７号、第13号、第14号、第15号、

第16号、第33号及び議案第41号につきましては、

原案のとおり可決すべきものと決定いたしまし

た。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について、御要望

等はありませんか。

暫時休憩します。

午後１時２分休憩

午後１時２分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査については、継続審査としたいと思いま

すが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることとします。

次に、１月18日に予定されております閉会中

の委員会につきまして、御意見を伺いたいと思

います。

暫時休憩します。

令和５年12月７日(木)
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午後１時３分休憩

午後１時８分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

１月18日の閉会中の委員会につきましては、

先ほどの協議の内容で御異議ございませんで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないようですので、以上で委員

会を閉会いたします。

午後１時８分閉会
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